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令和７年度の指導方針について 

１．基本方針 

介護保険制度の健全かつ適正な運営及び法令に基づく適正な事業実施の確保のため、法第２３条又は

法第２４条に規定する権限を行使し、①法令が遵守されているか、②適正な保険給付がなされているか、

③利用者の尊厳が保持され、利用者本位のサービス提供がなされているか等の観点から、介護保険施設

等指導指針に基づき「指導」を行います。また、不正等の疑いが認められる場合には、法第７６条等の

権限を行使し介護保険施設等監査指針に基づき「監査」を行うこととします。 

 

２．対象事業 

指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支援事業者及び指定地域密着型サービス事業者（総合事業含

む） 

 

３．指導の形態 

（１）集団指導 

適正なサービスを提供するために必要な情報伝達の場として、遵守すべき法令の内容や各種サービ

ス提供の取り扱い、報酬請求に関する事項、制度改正内容、過去の指導事例等、基本的な内容につい

て講習形式により説明するものです。 

（２）運営指導 

個別サービスの質（施設・設備や利用者等に対するサービスの提供状況を含む）、基準等に規定す

る運営体制、加算等の介護報酬請求の適正実施に関する実地による指導のことを指します。事業所等

において、関係書類等を閲覧し、関係者との面談等により行います。 

 

〇対象選定方法 

実施頻度は、指定又は許可の有効期間内に少なくとも１回以上（居住系サービス又は施設系サービス

は３年に１回以上）とし、直近の運営指導における指摘事項の内容を考慮し、毎年度、対象事業所を選

定します。なお、実施にあたっては、事業所等の感染防止対策に十分配慮し、感染状況を踏まえて延期

も含め慎重に判断したいと思います。 

 

〇監査への変更 

運営指導で確認した指定基準違反等がある場合、利用者に対する虐待が行われていた場合又はその疑

いがあると認められる場合、介護給付費等の不正請求が行われていた場合又はその疑いがあると認めら

れる場合は、運営指導を中止し、直ちに監査を行い事実関係の調査及び確認を行うものとします。 

このほか、通報・苦情・相談等に基づく情報、介護給付費適正化システムの分析から特異傾向を示す

介護保険事業者等、度重なる指導によっても改善が図られない場合も監査を実施します。 

 

- 1 -



 

指導と監査のフロー図 

運営指導（事業者の選定） 

指定又は許可の有効期間内に少なくとも１回以上（居住系サービス又は施設系サービスは３年に１回以

上）実施します。 

その他、①過去の運営指導・監査の実施状況を踏まえ、必要が認められる事業者等 

②介護給付費適正化システムの分析等から運営指導の実施が必要と認められる事業者 

③通報・苦情・相談の情報に基づき、運営指導の実施が必要と認められる事業者等 

 

運営指導（実施） 

関係書類を確認し、改善すべき事項が認められた場合、口頭及び文書により改善を求めます。介護給付

費等の請求に関して誤りが認められた場合は、自主点検・自主返還を指導することになります。 

 

 

改善状況確認 

 

 

完了 

 

 

 

 

 

 

運営指導は、「介護保険施設等指導指針」及び「介護保険施設等監査指針」に基づき、各事業所におけ

る利用者の生活実態、サービスの提供状況、報酬基準の適合状況等を直接確認しながら、より良いケアの

実現と保険給付の適正化を図るために実施するものです。したがって、介護報酬の請求に不正が疑われる

場合や運営指導の際の指摘事項に改善が見られない場合等には、監査に切り替えることがあります。 

不正等の状況によっては、直前通知による運営指導や監査を適宜行う場合があります。介護報酬の請求

に関して、指定事業者が行政処分の対象となり得る重大な不正を行った場合には、不正内容等にかかる確

認を行うため、より厳正な「追加審査」を行い、給付の一層の適正化を図ります。 

 

・度重なる指導によっても改善が図られない 

・利用者に対する虐待 

・指定基準又は報酬算定基準の重大な違反 

・介護報酬の不正請求 

等があった（又はその疑いがある）場合等 

※同時に、業務管理体制整備については特別検査を実施。 

監査（実施） 

（行政上の措置） 

著しく適性を欠く運営が行われていると認められた事業者等に対しては、「勧告」 又

は 「命令」「指定等の取消し」「指定等の効力の停止」 等の処分を行います。 
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４．指導・監査後の処理 

（１）文書指摘 

運営指導においては、その結果を口頭により指摘することを原則としますが、法令基準違反の事実が

あり改善を要すると認められる事項については、当該介護保険事業者等に対し文書指摘として書面で通

知し、１カ月以内に改善報告書の提出を求めます。 

（２）自主点検及び自主返還指示 

運営指導において介護給付等対象サービスの内容、介護給付費の算定又はその請求に関し不適切な事

実を確認したときは、当該介護保険事業者に対し、当該指摘事項に関し、指導前５年間に遡って自主点

検を行わせ、その結果を報告させるものとし、介護給付費の返還の必要がある場合は自主返還の指示を

行います。 

（３）勧告 

指導・監査の結果、法令基準違反の事実が確認され、当該違反の規模、期間、内容、改善の可能性等

を勘案して（１）の文書指摘以上に強い指導を行う必要があると認められる場合は、当該介護保険事業

者等に対し期限を定めて当該基準を遵守するよう勧告し、当該勧告に係る改善措置の履行状況について

報告を求めます。 

（４）業務改善命令 

（３）の勧告を受けた介護保険事業者等が、正当な理由なく当該勧告に係る改善措置をとらなかった

場合であって、当該勧告に係る基準違反の規模、期間、内容等を勘案し必要があると認められる場合に

は、当該介護保険事業者等に対し期限を定めて勧告に係る措置をとるよう業務改善命令を行い、当該命

令に係る改善措置の履行状況について報告を求めます。なお、同命令を行った場合は、その旨を速やか

に公示するとともに、国保連に対し連絡します。 

（５）指定等の取消又は効力停止 

指導・監査の結果、指定又は許可（以下「指定等」という。）の取消又は効力停止処分事由に該当す

る事実がある場合であって、当該事実の内容、悪質性及び重大性、改善の可能性等を勘案し必要がある

と認められる場合には、当該介護保険事業者等の指定等を取消し又は期間を定めてその効力を停止しま

す。なお、指定等の取消又は効力停止を行った場合は、その旨を速やかに公示するとともに、国保連に

対し連絡します。 

（６）返還金 

介護保険事業者等が偽りその他不正の行為により介護給付費の支払を受けていたことが確認されたと

きは、過去２年間について返還金を確定し、当該返還額に加え、法第２２条第３項の規定により、返還

させるべき額に１００分の４０を乗じて得た額を支払うよう当該介護保険事業者等に指示します。 
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５．令和７年度運営指導の実施要領 

（１）実施日程  令和７年10月頃 

（２）実施場所  各施設内 

※施設内での実施が出来ない場合等は、個別に対応いたしますのでご相談ください。 

（３）指導担当者 高齢者支援課職員及び市地域包括支援センター主任介護支援専門員 計4名程度 

（４）出席者   管理者および計画作成担当者 

（５）準備していただく資料 

●事前提出資料、自己点検表、加算等自己点検シート 

●その他資料（標準確認文書） 

勤務実績表、運営規程、重要事項証明書、契約書、パンフレット、研修計画・年間行事予定表、 

ケアマネジメント業務に係る書類一式、各種加算請求に係る関係書類等 

※対象事業者へ別途通知いたします。 

【運営指導における確認項目】 

・人員基準関係 

職員配置、資格等は適切であるかなどについて確認を行います。 

・運営基準関係 

各サービスにおける計画書、請求明細書、運営規程、利用者の個人情報同意書、事故への対応など

の項目について確認を行います。 

・報酬請求関係 

各事業所で取得している加算について算定要件を満たしているか確認を行います。 

・設備基準関係 

現地で確認を行います。 

 

６．運営指導事務までの流れ 

（１）施設・事業者へ約１カ月前までに通知 

   日時、目的、担当者、出席者、事前提出書類、当日準備すべき書類等 

（２）運営指導に要する時間 

   ２～３時間程度（事業規模にもよる） 

（３）運営指導の内容 

   認知症ケアの理解、虐待防止・身体拘束の廃止、一連のケアマネジメントプロセスへの理解、地域 

との連携、加算に関する体制等のヒアリング、避難訓練の実施状況等 

  ※事前に提出していただく調書にもとづきヒアリングをする形で進めていきます。 

（４）指導結果の通知 

   原則３０日以内に文書により施設等に通知する。 

改善を要すると認められる場合、介護報酬の過誤調整が必要な場合は「改善状況報告書」の提出を 

求め、期限までに改善措置を報告してもらいます。 
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７．運営指導実施状況 

居宅介護支援事業所（６事業所） 

事業所名 指定有効期間 前回指導日 

居宅介護支援事業所 百合砂 R3.10.28~R9.10.27 R1.8.6 

わらび苑居宅介護支援事業所 R2.4.1~R8.3.31 R4.12.7 

平安閣介護支援センターつばさ R7.2.1~R13.1.31 R2.10.15 

種子屋久農業協同組合 

指定居宅介護支援事業西之表事業所 
R6.4.1~R12.3.31 R6.10.25 

LaLa Cats(ララキャッツ） R5.4.1~R11.3.31 R5.10.24 

ケアプランありがとう R1.9.20~R7.9.19 R3.10.28 

 

地域密着型サービス事業所（10事業所） 

事業所名 指定有効期間 前回指導日 

グループホーム百合砂 R5.1.4~R11.1.3 R4.12.8 

地域密着型特別養護老人ホーム現和苑 R5.6.1~R11.5.31 R4.12.9 

デイサービスなごみ苑 R4.12.1~R10.11.30 R2.10.14 

デイサービスなごみ苑2号棟 R6.8.27~R12.8.26 R2.10.14 

国上デイサービスセンター R4.6.1~R10.7.31 R5.10.13 

デイサービスすばる R6.6.27~R12.6.26 R6.10.18 

ポシブル種子島 R5.7.14~R11.7.13 R6.10.23 

デイサービスはまゆう R7.4.15~R13.4.14 R3.10.28 

デイサービスあんしん R7.5.6~R13.5.5 R2.10.12 

デイサービスこもれび R6.4.27~R12.4.26 — 

 

８．重点指導事項 

（１）人員・設備・運営基準を遵守した適切なサービス提供体制の確保 

（２）高齢者虐待防止及び身体拘束の禁止に関する制度理解の推進 

（３）一連のケアマネジメントプロセスの理解の推進 

（４）事故等の発生時における記録と再発防止の取組み 

（５）苦情等の内容を踏まえたサービスの質の向上の取組み 

（６）介護給付費等の算定要件に基づいた適正な請求 

（７）基準省令等に定める諸記録の適切な整備・保存 

（８）感染症や自然災害発生時における業務継続計画（BCP）策定の義務 
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９．指摘を受けないために 

最新法令の理解、遵守 

国・県・市から発信される情報を入手し、研修やミーティングの機会に事業所内で共有する。 

運営指導における確認項目、確認文書のチェック 

運営指導の確認項目は、事前に通知している。 

日常的な準備 

運営指導が決まってからでは対応できない。各業務をルーティン化する。 

書類の整理、ファイリング 

必要な書類をすぐに取り出せるように整理し、ファイリングする。 

事業者内部におけるチェック体制の確立 

法人内で定期的に業務を点検し、問題点について、改善、見直しを実施する体制を確立する。 
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令和６年度の運営指導における主な指導事項 

令和６年度は３事業所を対象として関係法令や当該「基準」に基づいた事業運営が行われているか確認

するため、運営指導を実施しました。事業者等に対して「口頭指摘」（事務処理において、留意する事項

の内容を事業所に通知したもの）または「文書指摘」（改善を要する事項に関して、是正改善の内容を報

告するように事業所に通知したもの）とした主な内容を掲載します。 

 

１．令和６年度指導実績 

・居宅介護支援事業 １事業所 ・地域密着型サービス事業２事業所    合計 ３事業所 

 

２．指導方法 

（１）文書指導 

法令、基準、通知、告示、条例、規則等に規定した事項に違反している場合 

➡期限を定めて改善報告を行うよう指導 

（２）口頭指導 

法令、基準、通知、告示、条例、規則等に規定した事項に違反しているが、その程度が軽微である

場合、文書指導を行わなくても改善が見込まれる場合 

 

３．指導結果 

運営に関する基準（居宅介護支援） 

点検項目及

び 

根拠法令等 

確認事項 指摘事項 方法 

指定居宅介

護支援の具

体的取扱方

針 

 

基準第 13 条 

介護支援専門員は、居宅サービス計画に

位置付けた居宅サービス事業者等に対

して、訪問介護計画等の指定居宅サービ

ス等基準において位置付けられている

計画の提出を求めるものとする。 

・訪問介護計画書との整合性

がとれない。（訪問介護計画書

の作成日と評価日が同日） 

口頭指導 

 

 

 

 

指定居宅介

護支援の具

体的取扱方

針 

 

基準第 13 条 

 

介護支援専門員は、次に掲げる場合にお

いては、サービス担当者会議の開催によ

り、居宅サービス計画の変更の必要性に

ついて、担当者から、専門的な見地から

の意見を求めるものとする。ただし、や

むを得ない理由がある場合については、

担当者に対する照会等により意見を求

・「軽微な変更」としての取扱

う場合の手順が踏まれていな

い。 

（家族の意向のみで、提供時

間の変更をしており、本人、

サービス事業所への聞き取り

を行っていない。） 

口頭指導 
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 めることができるものとする。 

 

イ 要介護認定を受けている利用者が要

介護更新認定を受けた場合 

ロ 要介護認定を受けている利用者が要

介護状態区分の変更の認定を受けた

場合 

 

 

・担当者会議が適切に開催さ

れていない。 

 

１０．指定居

宅介護支援

の具体的取

扱方針 

 

基準第１３

条 

 

介護支援専門員は、居宅サービス計画に

福祉用具貸与及び特定福祉用具販売を

位置付ける場合には、その利用の妥当性

を検討し、当該計画に福祉用具貸与が飛

必要な理由を記載するとともに、必要に

応じて随時サービス担当者会議を開催

し、その継続の必要性について検証をし

た上で、継続が必要な場合はその理由を

居宅サービス計画に記載しなければな

らない。 

 

・福祉用具貸与が必要な理由

が記載されていない。 

 計画に福祉用具貸与を位置

付ける場合には、担当者会議

で必要性を十分に検討した上

でその理由も計画書に記載す

る必要がある。 

口頭指導 

 

運営に関する基準（通所介護） 

点検項目及

び 

根拠法令等 

確認事項 指摘事項 方法 

内容及び手

続の説明及

び同意 

 

基準第 3 条

の 7 

サービスの提供の開始に際し、あらかじ

め、利用申込者又はその家族に対し、利

用申込者のサービスの選択に資すると

認められる重要事項を記した文書を交

付して説明を行い、当該提供の開始につ

いて利用申込者の同意を得なければな

らない。 

  

➢利用申込者のサービスの選択に資す

ると認められる重要事項 

①運営規程の概要 

②介護員等の勤務の体制 

・重要事項説明書中、適切に

記載されていない個所があ

る。 

 

文書指導 
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③事故発生時の対応 

④苦情処理の体制 

⑤提供するサービスの第三者評価の実

施状況 

勤務体制の

確保等 

 

基準第 30 条

の 2 

事業者は、従業者の資質の向上のため

に、その研修の機会を確保しなければな

らない。 

 

➢全ての従業者（看護師、准看護師、介

護福祉士、介護支援専門員、法第８条第

２項に規定する政令で定める者等の資

格を有する者その他これに類する者を

除く。）に対し、認知症介護に係る基礎

的な研修を受講させるために必要な措

置を講じなければならない。 

・研修の実施及び参加の記録

が確認できない。 

 

 

口頭指導 

地域との連

携等 

 

基準第 34 条 

事業者は、サービスの提供に当たって

は、利用者、利用者の家族、地域住民の

代表者、市の職員又は当該事業所が所在

する区域を所轄する地域包括支援セン

ターの職員、地域密着型通所介護につい

て知見を有する者等により構成される

運営推進会議（テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。ただ

し、利用者又はその家族が参加する場合

にあっては、テレビ電話装置等の活用に

ついて当該利用者等の同意を得なけれ

ばならない。）を設置し、おおむね６月

に１回以上、運営推進会議に対し活動状

況を報告し、その評価を受けるととも

に、運営推進会議から必要な要望、助言

等を聴く機会を設けなければならない。 

・運営推進会議が定期的に開

催されていない。 

 

文書指導 
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居宅サービ

ス計画に沿

ったサービ

スの提供 

 

基準第３条

の 15 

居宅サービス計画が作成されている場

合は、当該計画に沿ったサービスを提供

なければならない。 

・通所介護計画書が居宅サー

ビス計画書を踏まえて作成さ

れていない。 

・居宅サービス計画書が変更

されているが、通所介護計画

書が変更されていない。 

口頭指導 

地域密着型

通所介護計

画の作成 

 

基準第 27 条 

管理者は、利用者の心身の状況、希望及

びその置かれている環境を踏まえて、機

能訓練等の目標、当該目標を達成するた

めの具体的なサービスの内容等を記載

した地域密着型通所介護計画を作成し

ていますか。 

 

 

・サービス内容が具体的に記

載されていない。 

サービス内容が直近の計画

書と前回計画書が同じ内容と

なっている。また具体的な内

容の記載がないため、どのよ

うなサービスを提供している

か不明。 

口頭指導 

 

 

 

 

 

 

 従業者は、それぞれの利用者について、

地域密着型通所介護計画に従ったサー

ビスの実施状況及び目標の達成状況の

記録を行う。 

・モニタリングが適切に実施

されていない。 

計画書の目標期間ごとに目

標の達成状況の評価（モニタ

リング）を行う必要があるが

実施されていない。また、モ

ニタリングの記録が無いもの

もある。定期的に利用者及び

家族に説明を行っていること

を確認することができない。 

口頭指導 
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運営推進会議等の開催 

１．運営推進会議について 

運営推進会議は地域密着型サービス事業所が、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者等に対し、

提供しているサービス内容等の活動状況を明らかにすることにより、事業所による利用者の「抱え込み」

を防止し、地域に開かれたサービスとすることで、サービスの質の確保を図ることを目的として設置す

るものです。開催しない場合、運営基準違反で行政処分の対象となります。 

 

２．会議運営にあたっての留意事項 

（１）構成員 

会議の構成員は、利用者、利用者の家族、地域住民の代表（町内会役員、民生委員、老人クラブの

代表など）、市職員、地域包括支援センターの職員、対象サービスについて知見を有する者などです。 

 

（２）会議の開催回数 

会議の名称 サービス種類 開催頻度 

運営推進会議 

地域密着型通所介護 

認知症対応型通所介護小規模多 

概ね６か月に１回以上 

小規模多機能型居宅介護 

看護小規模多機能型居宅介護 

認知症対応型共同生活介護 

地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護 

概ね２か月に１回以上 

事業所には運営推進会議等の議事録を公表する義務があります。運営推進会議等の開催頻度が指定基準

を満たしていない場合や議事録を公表していない場合は、運営基準違反となります。 

 

（３）会議の内容 

事業者は、運営推進会議によって「サービスの提供状況を報告し、会議による評価を受け、必要な

要望、助言等を聴く機会を設ける」ことが求められています。開催にあたっては、参加者が質問や要

望、様々な意見を引き出せるような内容となるよう心掛け、事業所運営のためにどう役立て、地域関

係者と一緒にどのようにこの仕組みを活用していくか、地域との連携・ネットワーク構築を意識して

積極的な姿勢で取り組んでください。 

 

（４）運営推進会議を活用した、身体的拘束適正化検討委員会の開催について 

地域密着型介護老人福祉施設、認知症対応型共同生活介護、特養、老健、ショートステイ、看多機

などにおける委員会については、運営推進会議等と一体的に設置・運営することができます。 
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指定更新・各種届出等 

１．指定（許可）更新について 

介護サービス事業者の指定（許可）について、介護保険法に基づき６年ごとに更新が必要となってい

ます。各事業所は、指定有効期間の満了日の確認をお願いします。また、地域密着型事業所において、

市町村間の同意に基づき西之表市以外の指定（許可）を受けている事業所については、指定（許可）を

受けている市町村の更新手続きも必要になりますので、ご注意ください。 

総合事業の指定を受けている事業所（訪問型サービス、通所型サービス）についても同様に市の指定

（許可）が必要ですので、手続きを行うようにしてください。更新を行わない場合は、指定有効期間の

満了により指定の効力を失うことになりますが、更新を希望しない事業所についても、廃止・休止の手

続きが必要となります。 

※「有効期間の満了日」とは、「指定を受けた日」に相当する日の前日となります。 

（例）指定を受けた日が令和 6 年９月１日の場合、満了日は令和１２年８月３１日 

    

【申請書方法】 

①電子申請届出システムを利用し、オンラインで申請。 

②申請書類を、持参、郵送またはメールにて提出。 

【提出期限】指定期限の切れる月の前月 20 日まで 

 

様式は市のホームページからダウンロードできます。 

   種子島西之表市トップページ＞種子島西之表市サイト＞各課のご案内＞高齢者支援課＞申請書一覧   

   ＞申請書一覧＞事業所の方へ＞指定更新・各種届出等＞指定・許可更新について 

 

２．変更届について 

厚生労働省令で定める事項が変更になった場合、指定権者あてに変更届出を行う必要があります。 

 変更があった事項 添付書類 

１ 事業所（施設）の名称・所在地 運営規程 

２ 申請者の名称 登記事項証明書 

３ 主たる事務所の所在地 登記事項証明書 

４ 法人等の種類 ― 

５ 
代表者（開設者）の氏名、生年月日、

住所及び職名 

登記事項証明書又は条例等 

誓約書 

６ 
登記事項証明書・条例等（当該事業

に関するものに限る。 

登記事項証明書又は条例等 

７ 
事業所（施設）の建物の構造及び専

用区画等 

平面図 
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８ 
備品（訪問入浴介護事業及び介護予

防訪問入浴介護事業） 

備品の概要を記載した書類 

９ 利用者の推定数 ― 

10 

事業所（施設）の管理者の氏名、生

年月日及び住所（介護老人保健施設

は、事前に承認を受ける） 

勤務表 

・資格証等の写し 

・誓約書 

※住所変更の場合は、変更届のみ提出。（変更届に変更前、

変更後の住所を記載すること） 

11 

サービス提供責任者の氏名、生年月

日、住所及び経歴 

サービス提供責任者の経歴書 

（介護福祉士、介護職員基礎研修修了者、訪問介護員養成

研修 1 級課程修了者については、登録証又は証明書の写し

を提出することにより不要です。ただし、この場合は、必

ず変更届様式内に、変更前後の（氏名に加え）住所も記載

してください。） 

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

・資格証等の写し 

※住所変更の場合は、変更届のみ提出。（変更届に変更前、

変更後の住所を記載すること） 

12 

運営規程 変更後の運営規程（変更箇所が分かるように明示すること） 

運営規程 定員変更の場合 附表 

勤務表 

・平面図 

・変更後の運営規程 

（定員増により従業者を新規に雇用した場合） 

資格等が必要な職種は資格証等の写し 

従業者の員数の

変更の場合 

勤務表 

・資格等が必要な職種は資格証等の写し 

・変更後の運営規程 

13 協力医療機関・協力歯科医療機関 協力医療機関に関する届出書（協定書を添付） 

14 事業所の種別 保健所等の認可写し書等 

15 提供する居宅療養管理指導の種類 ― 

16 

事業実施形態 

（本体施設が特別養護老人ホームの

場合の空床利用型、併設事業所型の

別） 

平面図 

 

 

 

17 利用者、入所者又は入院患者の定員 ・変更後の勤務表   ・運営規程 
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18 

福祉用具の保管・消毒方法（委託し

ている場合にあっては、委託先の状

況） 

福祉用具の保管及び消毒の方法を記載した書類（契約書） 

19 併設する施設の状況等 ― 

20 
介護支援専門員の氏名及び登録番号 勤務表 

・資格証の写し 

21 

その他 

（例：介護老人福祉施設、介護老人

保健施設、病院等との連携及び支援

の体制） 

変更内容が確認できる書類 

（例：関係機関との連携体制及び支援体制の概要を記載し

た書類） 

 

【提出期限】変更があった日から１０日以内 

（※１０日目が閉庁日に当たる場合は、その次の開庁日まで） 

【留意点】・事実発生日ごとに作成すること 

・事業所番号ごとに１部作成すること(法人情報変更の場合を除く) 

・変更届出書への押印は不要であること 

・添付書類の原本証明は不要であること 

 

３．廃止・休止届出書について 

【提出期限】廃止・休止の日の１ヵ月前まで 

【提出書類】廃止・休止届出書 

 

４．再開届出書について（休止していた事業を再開した場合） 

【提出期限】再開した日から１０日以内（※１０日目が閉庁日に当たる場合は、その次の開庁日まで） 

【提出書類】再開届出書 

【添付書類】勤務体制一覧表、従業者の雇用を示す書類、従業者の資格を証する書類、 

経歴書（管理者等）、事業所の平面図及び写真 

※休止前と変更事項があれば、併せて変更届の提出も必要です。 

 

５．介護給付費算定に係る体制等に関する届（加算届）について 

各サービスによる介護給付費算定体制を変更する場合は届出が必要です。 

  ・各種加算の算定を開始・終了する場合（全サービス） 

  ・人員欠如等、減算要件に当てはまる状態が生じた場合・解消した場合（通所・施設サービス） 

  ・年度替わり等で事業所規模が変更になった場合（通所サービス） 

  ・あらかじめ申出が必要とされている加算を申し出る場合（該当サービス） 

・介護給付費の割引を開始・終了する場合、割引率を変更する場合（全サービス）等 
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【提出期限】前月 15 日まで 

【提出書類】①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 

②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表 

③その他、加算要件を証する書類 

※減算が適用された人員・運営体制の状況を説明する書類等、サービス種別・加算ごとで異なりま

すので、直接お問い合わせください。 

※提出期限が守られない場合は、予定どおりの加算算定はできませんので、ご注意ください。 
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電子申請届出システムについて 

 

１．電子申請届出システムについて 

厚生労働省の「電子申請届出システム」を利用して、オンラインで事業所の指定申請・更新申請・変

更届等の手続が可能となりました。介護事業所の申請届出に係る業務負担の軽減やペーパーレス化を目

的としていますので、積極的な活用をお願いいたします。 

 

２．電子申請のメリット 

①書類の印刷、郵送、持参等の手間なく、ウェブ上で申請、届出を完結することができます。 

（システムで入力を行えば、申請・届出書と付表は自動生成されます。） 

②申請、届出の受付状況や結果について、システム上で確認することができる。 

申請・届出について、「完了」画面まで遷移すると登録されたメールアドレスに申請・届出受付を行っ

た通知メールが送付されます。また、申請届出ステータスは、「申請届出状況確認」画面で確認が可能で

す。（ステータス例：申請（届出）済・未受付・受付中・受付済・差戻し・却下） 

 

３．受付可能な手続きについて 

電子申請届出システムを使用して次の手続きが可能です。 

①新規指定申請（事前相談必須、事業開始を予定する日の前々月の末日まで） 

②指定更新申請（指定期限の切れる月の前月２０日まで） 

③変更届（変更があった日から１０日以内） 

④再開届出（再開日から１０日以内） 

④廃止届（廃止の日の１ヵ月前まで） 

⑤休止届（休止の日の１ヵ月前まで） 

⑥介護給付費算定に係る届出（新たに加算等を取得する月の前月１５日まで） 

 

４．「電子申請届出システム」の利用方法について 

①「ＧビズＩＤ」について 

システムを利用するには、法人ごとに「ＧビズＩＤ」（プライムまたはメンバー）が必要です。「Ｇ

ビズＩＤ」を持ってない法人は、まず「ＧビズＩＤ」を取得してください。 

「ＧビズＩＤ」の詳細や 取得方法については 、デジタル庁のウェブサイトをご確認ください。 

②様式について 

「電子申請届出システム」を利用して申請や届出を行う場合、申請書、届出書、付表については、

システムに直接入力します。（申請・届出書と付表は自動生成されます。） 

添付書類については、システムにアップロード可能な形式をご確認の上、システム上で添付してく

ださい。必要な添付資料については、「指定更新・各種届出等」のページでご確認ください。 
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③登記情報提供サービスの利用について 

電子申請届出システムを利用して「登記事項証明書」を提出する場合、原本に代わり、「登記情報

提供サービス」で取得した登記情報データを添付することができます。「登記情報提供サービス」を

利用できない場合は、「登記事項証明書」の原本の写しをＰＤＦデータで電子申請届出システムに添

付していただいたうえで、別途、原本を窓口に持参してご提出ください 。 

 

「登記情報提供サービス」 は登記情報をオンラインで確認できる法務省が運営する有料サービス

です。利用にあたっては、利用登録が必要となります。詳細は、 ウェブサイトにてご確認ください。 

 

登記情報提供サービス：https://www1.touki.or.jp/ 

  電子申請に関する厚生労働省のホームページ：https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-shinsei.html 

電子申請届出システム操作マニュアル（介護事業所向け）詳細版 

https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/shinsei/pdf/manual_shinsei_2_00.pdf 

動画：電子申請届出システム 操作マニュアル - 検索 動画 (bing.com) 
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虐待防止措置アンケート　集計結果

【調査期間】　令和７年５月28日～６月30日

事業所種別 事業所数
居宅介護支援・地域包括支援センター 6
訪問介護 4
訪問看護 4
訪問リハビリ 0
通所介護 2
地域密着型通所介護 7
通所リハビリテーション 1
介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 2
地域密着型介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 1
老人保健施設 1
認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 1
短期入所介護(単独型のみ) 1

計 30

Q1 虐待防止委員会について教えてください。
事業所数

設置済 30
未設置 0

Q1-2 「設置済み」と答えた方にお伺いします。構成メンバーを選択してください。
区分 事業所数

事業所内の職員 30
利用者やその家族 0
専門的知見のある外部の第三者等 0

Q1-3 委員会開催の頻度を選んでください。
区分 事業所数

月１回 10
隔月 4
年に４回 2
年に２回 9
年に２回と発生時 1
年に１回 3
年に１回と発生時 1

Q2 虐待防止のための指針を作成していますか。
事業所数

整備済 30
未整備 0

Q2-2 虐待防止の取組について教えてください。
件数

ア 虐待（不適切な対応事例も含む）が発生した場合の報告様式を整備している 17
イ 従業者は、虐待の発生ごとにその状況、背景等を記録し、報告している 13
ウ 虐待防止委員会において、報告された虐待（不適切対応）事例を集計し、分析している 13
エ 虐待発生時の状況等を分析し、虐待の発生原因、結果等をとりまとめ、再発防止策を検討している 13
オ 従業者の労働環境・条件について様式を整備している 10
カ 報告事例及び分析結果を従業者に周知徹底している 12
キ 再発防止策の実施後に、その効果について検証している 4

区分

0 5 10 15

月１回 

隔月 

年に４回 

年に２回 

年に２回と発生時 

年に１回 

年に１回と発生時 

委員会開催の頻度 
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Q3 事業所内で虐待防止研修を行っていますか。
事業所数

はい 30
いいえ 0

Q3-2 事業所内の研修の参加状況を教えてください。
職員参加率 事業所数

100％ 13
99％～75％ 6
74％～50％ 5
49％～25％ 5

Q3-3 研修の講師は誰が行いましたか。
区分 事業所数

事業所内の職員が務めた 24
外部から講師を招いた 3
その他 7

Q3-4 Q3-3の研修会名・内容・講師等についてお伺いします。
研修名　高齢者虐待防止・身体的拘束廃止について
講師名　事故対策委員長　鮫島卓也
内　容　ヒヤリハットアクシデント報告書検証ならびに高齢者虐待防止YouTube鑑賞
虐待防止・身体拘束排除の知識
お茶の水ケア学院：オンライン研修
講師：山田美代子氏　３５分
内容
・人権問題としての身体拘束
・高齢者の身体拘束廃止に関する取り組み
・身体拘束の苦痛や弊害（影響）
・11種類の身体拘束
・組織としての取り組み
・身体拘束廃止　3つの原則
・ケアのマネジメント過程の留意点　等
人権擁護・虐待防止研修：講師・法人内職員：内容・人権擁護方針や指針の説明、具体的取組について、
内容・虐待につながる行為についてのグループ討議
外部研修：人権擁護研修
身体拘束適正化委員会行使介護福祉士　燃脇由紀子
■切迫性・非代替性・一時性の三要件を確認。
■意識啓発が必要な事項の見直し
■今後の研修予定
■今回の議論まとめ・共有
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虐待防止についての研修会
高齢者虐待防止のための指針の読み合わせ、周知
不適切なケア
何が高齢者虐待にあたるのか
研修動画の視聴

高齢者虐待研修会

外部講習「介護保険事業所の虐待防止身体拘束・コンプライアンスについて学ぶ」
職員が講習に行ったあと、伝達講習会として苑内で受けてきた講習会をそのまま発表するという形式

虐待防止に係る研修会：池島ひとみ（看護職員）
高齢者のセルフネグレクトについて
居宅介護支援等研修会
虐待防止委員会会議において、施設内での虐待の事例がないか等の確認と研修としては、併設老健施
設のズーム研修参加したり、各研修に参加した職員が伝達研修の形で研修報告を行う。
・高齢者虐待の防止～早期発見のために～
講師：前沢小由介護福祉士
内容：高齢者虐待とは？
　　　高齢者虐待の現状
　　　高齢者虐待はなぜ起きるのでしょうか？
　　　虐待を発見したら

身体拘束適正化のための防止、職員研修会
講師：代表者（施設長）浦松幸夫　R７年４月25日
議題
１.現在の利用者
２.以前指摘のあった項目の再確認
３今後の改善点
４.身体拘束適正化に関する勉強会
〇身体拘束適正化のための職員研修に関する基本指針
〇身体拘束廃止に関する考え方
〇身体拘束廃止にに向けた基本指針など

虐待防止についての研修会（内部研修会・訪問介護事業所合同）
R6.7/16　19時～　つばさ事務所にて開催
R7.1/14 　19時～　つばさ事務所にて開催
「高齢者虐待防止のための指針」の読み合わせを行い県発行のパンフレットにて周知した。
どのような虐待があるのかを検討する。
現在事例なし。

セルフネグレクトの判断、対応を重点においた看護計画　以前、西之表市他職種研修会で学んだことを基
に、利用者の背景、ニーズに合わせた具体的な看護計画、ケア、が実践出来るよう、職員で知識を深めま
した。講師は、研修を受けた副島　悠子です。

高齢者虐待研修・講師名 小糸直美
サービス付き高齢者住宅にて外部講師を招いて実施した「高齢者虐待」をテーマにした研修資料を用いた
研修
虐待防止研修
会社独自の研修システムを使用している。
権利擁護推進員養成研修（講師養成研修）・鹿児島県くらし保健福祉部高齢者生き生き推進課介護保険
室
講師：特別養護老人ホームフラワーホーム・稲盛健太郎先生
（当事業所研修/講師：管理者 持田大樹/濱口順子）
・虐待防止措置を講ずる定期的な委員会の設置と運営、研修の企画立案、開催について
・虐待防止の為の指針の策定と活用
・高齢者の虐待防止の基本となる高齢者の権利と個別ケア・不適切ケアの概要
・虐待の定義や種類、通報義務について学ぶ
訪問看護ステーション職員全員研修　高齢者虐待防止のための研修
講師：株式会社eWeLL(2025.5/14)
高齢者虐待防止法についての基本知識の理解
知識定着だけでなく、事業所での問題点を早期発見・早期対応が重要であることを理解
※受講証明書発行あり。
虐待防止研修会：坂元敦貴（管理者）
虐待事例紹介
外部講師
「高齢者虐待について」
講師：包括支援センター・中島高齢者支援係長・下園社会福祉士
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Q3-5 何回研修会を開催しましたか。
区分 件数

1回 5
2回 17
3回 3
4回 3
12回 1

身体拘束の排除・虐待防止に関する研修
講師　川崎裕章様
eラーニングでの研修
・現状理解と研修の必要性
・高齢者虐待における基本知識（通報の義務と虐待の５類型）
・身体拘束の捉え方と改善に向けた取り組みの現況
・排せつにおける虐待事案・食事における虐待事案・入浴における虐待事案
・不適切な身体拘束とみなされる虐待事案
・排せつにおける不適切な身体拘束事案
法人内研修会
障害者支援施設：薩来園　　元施設長　三浦安通　氏
「お一人おひとりが主役の福祉サービス」
　～社会福祉法人　百合砂の理念を大切に～
百合砂の理念である「尊厳ある老後を」をテーマに、
介護の基本的心構えを元に講話を頂き、人権とは「人間らしく、そして、自分らしく生きる権利」である事を
個人の尊重、主体性の尊重、意思決定の尊重、要望・相談・苦情への対応を振り返る。その中における
「虐待」を基本から再度学び、私たちが行うケアは他人の人生を支えている事であり、仕事の重さを感じな
がら従事することを教えられた。
虐待防止についての研修会
講師:宇辰 悠妃
事例を上げ、利用者の家族や、他の事業所、当事業所の職員からの虐待があると疑われる場合のサ責
への報告義務、サ責のケアマネや他関係機関、市役所への報告義務についてを説明、報告の流れの確
虐待防止研修会：若林剛士
虐待防止について
・高齢者虐待防止法の基本的考え方の理解
・高齢者権利擁護事業及び成年後見人制度の理解
・虐待の種類と発生リスクの事前理解
・早期発見、事実確認と報告等の手順
・発生した場合の改善策
高齢者虐待・身体拘束勉強会（講師：沖田生活相談員）
高齢者虐待の定義と防止のポイント
身体拘束と高齢者虐待の関連性
高齢者虐待につながる不適切ケア
不適切ケアの定義とそれを防ぐためのポイント
高齢者虐待・身体拘束勉強会（講師：百合砂苑　沖田生活相談員）
高齢者虐待の定義と防止のポイント
身体拘束と高齢者虐待の関連性
高齢者虐待につながる不適切ケア
不適切ケアの定義とそれを防ぐためのポイント
高齢者虐待・身体拘束勉強会（講師：百合砂苑　沖田生活相談員）
高齢者虐待の定義と防止のポイント
身体拘束と高齢者虐待の関連性
高齢者虐待につながる不適切ケア
不適切ケアの定義とそれを防ぐためのポイント
高齢者虐待・身体拘束勉強会（講師：牛野生活相談員）
高齢者虐待の定義と防止のポイント
身体拘束と高齢者虐待の関連性
高齢者虐待につながる不適切ケア
不適切ケアの定義とそれを防ぐためのポイント
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Q3-6 事業所以外での虐待防止研修に参加していますか。
区分 人数

はい 15
いいえ 15

Q3-7 Q3-6で「はい」と答えた方にお伺いします。事業所外研修で学んだことを、事業所内の職員と共有していますか。
区分 人数

はい 14
いいえ 1

Q3-8 Q3-7で「はい」と答えた方にお伺いします。どのような方法で共有していますか。

Q3-9 Q3-6で「いいえ」と答えた方にお伺いします。参加できなかった理由を教えてください。

Q4 虐待防止のための担当者を選任していますか。
区分 人数

はい 30
いいえ 0

法人全体での研修には職員全員対象としており、参加できなかった職員がいるときは翌日や近日中に事
業所内での伝達講習を実施。
毎月の定例会議で報告
資料回覧
伝達研修として、参加した職員が講師となり、資料を示しながら、報告会件研修とします
・事業所内研修
・日常の会話など
全職員が出勤する日、集まる時間に研修会を開催し、資料を読み上げ、質疑応答に応えてます。参加出
来ない者には、個別で周知してもらってます。
定期ミーティング時に資料を用いて報告
訪問看護ステーション職員全員研修　高齢者虐待防止のための研修
講師：株式会社eWeLL(2025.5/14)
高齢者虐待防止法についての基本知識の理解
知識定着だけでなく、事業所での問題点を早期発見・早期対応が重要であることを理解
※受講証明書発行あり。
他研修資料で共有
欠席者には管理者より個別研修を実施。
毎月開催されるヘルパー会等での周知を行う。
伝達講習会という苑内の研修参加発表会で共有
研修資料などで共有するようにしています
居宅内介護の中で法人内介護出席者が学んできたことを発表し、意見交換の元共有する。
記録様式も設け、何時でも閲覧できるようにしている。
伝達講習会という苑内の研修参加発表会で共有

人員不足と島内での研修があったのか周知不足
時間調整困難
創業したばからりで人員的に参加できる人員を確保できなかった。
今後オンライン等での研修等を参加できるようにしていきたい。
ただ人員が不足している中で研修だけにあてられる人員を確保することはなかなか難しい。
研修の日程の都合がつかなかった。
研修の機会がなかった。
都合が合わなかったため
業務時間内の研修参加はできない

令和６年度は鹿児島県老人福祉施設協議会のテーマ別研修に高齢者虐待がなかった
令和６年度は鹿児島県老人福祉施設協議会のテーマ別研修に高齢者虐待がなかった

島内での開催が無かった為
時間調整が厳しかったため
時間的に難しい。
開催の日時を理解していなかった
令和６年度は鹿児島県老人福祉施設協議会のテーマ別研修に高齢者虐待がなかった
令和６年度は鹿児島県老人福祉施設協議会のテーマ別研修に高齢者虐待がなかった

●市職員による出前研修について 
 市では今年度、無作為で選出させていただいた事業所へ「市職員と一緒に学ぶ出前研修」を行って
いく予定です。（高齢者虐待防止研修に含む。）実際の課題や不適切ケアの事例検討を通して、虐待
防止について一緒に考える場にしていきましょう。 
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事故報告について 

１．根拠法令等 

介護サービス提供時に発生した事故等については、以下の基準等で、必要な措置を講じなければなら

ないと規定されています。 

・指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準 

・指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 

・指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

・指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準 

・介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準 

・指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準 

・指定地域密着型介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

・指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準 

 

２．事故報告手順 

事故が発生した場合は「介護サービス事業者における事故報告マニュアル」（鹿児島県くらし保健福祉

部高齢者生き生き推進課介護保険室令和４年 10 月 13 日改定）及び「介護保険サービス事業者における

事故報告マニュアルについて」（令和４年８月 19 日付け西之表市高齢者支援課長通知）に基づき報告を

行ってください。 

※「介護サービス事業者における事故報告マニュアル」において、新型コロナウイルス感染症につい 

ては、報告の対象としない。とありますが、当市においては下記の場合に限り新型コロナウイルス感染

症についても報告の対象とします。 

 

ア） 同一の感染症や食中毒による、又はそれらが疑われる死亡者や重篤患者が 1 週間以内に２名以

上発生した場合 

イ） 同一の感染症や食中毒の患者、またはそれらが疑われる者が 10 名以上又は全利用者の半数以上

発生した場合 

ウ） ア）及びイ）に該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、

特に施設長（管理者）が報告を必要と認めた場合 
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３．その他 

 ・記載例については、鹿児島県が作成している記載例と標準様式を当課のホームページにも掲載してお 

りますので、適宜ご参照ください。 

〇事故報告について 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．令和６年度の事故報告の集計結果について 

令和６年度中に保険者（西之表市）へ提出された事故報告書は 23 件（第２報以降の件数は含めず。）

でした。前年度比 31 件の減となっています。 

 

（１） 事故の月別発生件数 

 

（※感染症は発症ではなく、判明したとき） 

 

0 1 2 3 4 5 6

4月 

5月 

6月 

7月 

8月 

9月 

10月 

11月 

12月 

1月 

2月 

3月 

（件） 
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（２） サービス種別ごとの事故件数 

 

 入所・入居系サービスが最も多く、14 件でした。 

○訪問系サービス：訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション等 

○通所系サービス：通所介護、通所リハビリテーション等 

○入所・入居系サービス：認知症対応型共同生活介護、老人福祉施設、老人保健施設等 

○その他：居宅介護支援、福祉用具貸与・特定福祉用具販売、小規模多機能型居宅介護、短期入所生活介護、短期入所

療養介護等 

○介護保険外：サービス付き高齢者向け住宅、住宅型有料老人ホーム等 

 

 

 

（３）事故対象者の介護度別件数 

 

 要介護 3 及び要介護４が全体の 65％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 2 4 6 8 10 12 14 16

訪問系サービス 

通所系サービス 

入所・入居系サービス 

その他 

介護保険外 

（件） 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

要介護５ 

要介護４ 

要介護３ 

要介護２ 

要介護１ 

要支援２ 

要支援１ 

自立 

（件） 
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（４）事故の発生時間帯 

 

 

 日中の発生状況に、時間による大きな差はみられませんでした。 

 

 

（５）事故の発生場所 

 

 居室（個室）が最も多く、8 件。食堂等共用部での事故も多くなっています。 

0 1 2 3 4

0：00～0：59 

1：00～1：59 

2：00～2：59 

3：00～3：59 

4：00～4：59 

5：00～5：59 

6：00～6：59 

7：00～7：59 

8：00～8：59 

9：00～9：59 

10：00～10：59 

11：00～11：59 

12：00～12：59 

13：00～13：59 

14：00～14：59 

15：00～15：59 

16：00～16：59 

17：00～17：59 

18：00～18：59 

19：00～19：59 

20：00～20：59 

21：00～21：59 

22：00～22：59 

23：00～23：59 

不明・その他 

（件） 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

居室（個室） 

居室（多床室） 
トイレ 

廊下 
食堂等共用部 
浴室・脱衣室 
機能訓練室 

施設敷地内の建物外 
敷地外 

その他 

（件） 
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（６）事故の種別 

 

 全体の 60％が（14 件）が転倒でした。 

 

 

（７） 事故の結果 

 

（再診後の変化含めず） 

 骨折（8 件）が最も多く、次いで打撲・捻挫・脱臼（6 件）であり、全体の 60％を占めています。また、

死亡事故が 3 件あり、前年比１件の増でした。原因は感染症及び誤嚥・窒息によるものでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 2 4 6 8 10 12 14 16

転倒 

転落 

誤嚥・窒息 

異食 

誤薬、与薬もれ等 

医療処置関連（チューブ抜去等） 

感染症 

感染症（コロナ） 

法令違反・不祥事 

交通事故 

不明 

その他 

（件） 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

死亡 
骨折 

打撲・捻挫・脱臼 
切傷・擦過傷 

出血 
体調悪化 
火傷 
その他 

異常なし 

（件） 
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第三者行為について  

第三者の不法行為（交通事故等）により負傷を受けた場合、被保険者はその費用を不法行為者（加害

者）から損害賠償金として受けること、介護保険を利用して保険給付として受けること、いずれか一方

を選択することができます。 

保険給付として受けることを選択した場合、第三者の不法行為（交通事故等）によって生じた保険給

付については、介護保険法第21条に基づき、被害者が加害者に対して有する損害賠償請求権を保険者が

代位取得して求償することで、調整を図ることとなっています。 

 

第三者行為案件の報告依頼 

介護サービス事業者の職員は利用者とサービス提供を通じて最も密接な信頼関係を有します。よって、

利用者の言動・行動から保険給付を受けることに至った原因を知りうる機会が多いと思われます。第三

者行為による保険給付が疑われる場合には、その旨の報告をよろしくお願いいたします。 

 

 介護保険法 

（損害賠償請求権） 

第二十一条 市町村は、給付事由が第三者の行為によって生じた場合において、保険給付を行ったときは、 

その給付の価額の限度において、被保険者が第三者に対して有する損害賠償の請求権を取得する。 

 

２ 前項に規定する場合において、保険給付を受けるべき者が第三者から同一の事由について損害賠償を

受けたときは、市町村は、その価額の限度において、保険給付を行う責めを免れる。 

 

３ 市町村は、第一項の規定により取得した請求権に係る損害賠償金の徴収又は収納の事務を国民健康保

険法第四十五条第五項に規定する国民健康保険団体連合会（以下「連合会」という。）であって厚生労

働省令で定めるものに委託することができる。 
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令和6年度介護報酬改定事項について 

１．認知症介護基礎研修の受講の義務付け 

   認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の保障を実現していく観点 

から、介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させていくため、認知症に係る基礎的な研修を受 

講させるための必要な措置を講じることが義務化されています。 

（１）対象サービス 

   全てのサービス（無資格者がいない訪問系サービス（訪問入浴介護を除く）、福祉用具貸与を除 

く） 

（２）措置の除外対象となる者（研修を義務付けられない者） 

   各資格のカリキュラム等において、認知症介護に関する基礎的な知識及び技術を習得している者。 

看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了者、介護職員初任者研修修了者、 

生活援助従事者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者、訪問介護員養成研修課程一級課程・ 

二級課程修了者、社会福祉士、医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、 

精神保健福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサージ師、はり師、きゅう師等。 

 

2．感染症対策の強化 

   全ての事業所・施設において感染症が発生し、又はまん延しないように、感染症の予防及びまん延 

の防止のための対策を検討する委員会（感染対策委員会）の定期的な開催及びその結果の従業者への 

周知、防止のための指針の整備、従業者に対する研修及び訓練が義務化されました。 

（１）感染対策委員会の定期的な開催 

感染対策委員会を、利用者の状況等事業所の状況に応じ、定期的に開催するとともに、感染症が流

行する時期等を勘案して必要に応じ随時開催し、その結果について、従業者に周知徹底を図る必要が

あります。 

※地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療型

医療施設、介護医療院はおおむね3カ月に1回以上、その他のサービスはおおむね6カ月に1回以上 

（２）感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備 

指針には、平常時の対策及び発生時の対応を規定することとされています。平常時の対策としては、

事業所内の衛生管理（環境の整備等）、ケアにかかる感染対策（手洗い、標準的な予防策）等。 

発生時の対応としては、発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村における事

業所関係課等の関係機関との連携、行政等への報告等が想定されます。発生時における事業所内の連

絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明記しておくことも必要です。 
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（３）研修及び訓練（シミュレーション） 

①研修 

研修の内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該事業所に 

おける指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアの励行を行うものとされています。 

②訓練（シュミレーション） 

平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応について、訓練（シミュレー 

ション）を定期的に行うことが必要です。訓練においては、感染症発生時において迅速に行動で 

きるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、事業所内の役割分担の確認や、感 

染対策をした上でのケアの演習等を実施するものとするとされています。 訓練の実施内容につい 

て、記録する必要があります。 

※特定施設入所者生活介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生 

活介護、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院は年2回以上、 

その他のサービスは年1回以上 

 

 

3．業務継続に向けた取組（ＢＣＰ）の強化 

   感染症や非常災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構

築する観点から、令和３年度の介護報酬改定で、全ての介護サービス事業者を対象に、業務継続に向

けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等が令和６年4月1日から義務とな

っています。 

 

（１）業務継続計画の記載事項（他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えありません） 

感染症に係る業務継続計画 災害に係る業務継続計画 

①平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止

に向けた取組みの実施、備蓄品の確保等） 

①平常時の対応（建物・設備の安全対策、電

気・水道等のライフラインが停止した場合の

対策、必要品の備蓄等） 

②初動対応 
②緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対

応体制等） 

③感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃

厚接触者への対応、関係者との情報共有等） 
③他施設及び地域との連携 

 

（２）業務継続計画についての従業者への周知、研修・訓練の実施 

①研修の内容 

研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有するとともに、平常

時の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行うものとされています。研修は年１回（地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護，地域密着型特定施設入居者生活介護，認知症対応型共同生
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活介護の場合は年２回）以上定期的に実施し、新規採用時にも実施する必要があります。 

②訓練（シミュレーション） 

訓練は年１回（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護，地域密着型特定施設入居者生活介護，

認知症対応型共同生活介護の場合は年２回）以上定期的に実施し、感染症や災害が発生した場合におい

て迅速に行動できるよう、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生し

た場合に実践するケアの演習等を行うものとされています。また、訓練の実施は、机上及び実地で実施

するものを適切に組み合わせながら行う必要があります。 

感染症の業務継続計画に係る研修・訓練については、感染症の予防及びまん延の防止のための研修・

訓練と一体的に実施し、また災害の業務継続計画に係る訓練については、非常災害対策に係る訓練と一

体的に実施することも差し支えないとされています。 

 

４．高齢者虐待防止の推進 

全ての介護サービス事業者を対象に、利用者の人権の擁護、虐待の防止等の観点から、運営規程に「虐

待の防止のための措置に関する事項」を定めること。虐待防止検討委員会の定期的な開催、指針の整備、

研修の実施、担当者を定めることが義務化されました。 

 

（１）運営規程の「虐待の防止の措置に関する事項」（記載例） 

 （虐待の防止の措置に関する事項） 

第〇条 虐待の発生又は再発を防止するため、以下の措置を講じる。 

一 虐待防止検討委員会を設置し、定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知    

徹底を図る。 

二 虐待の防止のための指針を整備する。 

三 従業者に対して、虐待の防止のための研修を定期的に開催するために研修計画を定める。 

四 虐待の防止のための措置を適切に実施するための担当者を置く。 

２ 虐待又は虐待が疑われる事案が発生した場合には、市町村へ速やかに通報するとともに、再 

発防止策を講じる。 

 

（２）虐待防止検討委員会の定期的な開催 

① 管理者を含む幅広い職種で構成する。 

② 虐待防止の専門家を委員として採用することが望ましい。 

③ 構成メンバーの責任及び役割分担を明確にする。 

④ 定期的に開催する。 

⑤ 虐待の事案については、その性質上、一概に従業者に共有されるべき情報であるとは限らない 

ため、個別の状況に応じて慎重に対応する。 

⑥ 他の会議体を設置している場合、一体的に設置・運営することも差し支えない。 

⑦ 他のサービス事業所との連携等により行うことも差し支えない。 
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⑧ テレビ電話装置等を活用して行うことができる。 

⑨ 下記のような事項について検討し、その結果（事業所における虐待に対する体制、虐待等の 

再発防止策等）について、従業者に周知徹底する。 

 

虐待防止検討委員会での検討事項 

・虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること。 

・虐待の防止のための指針の整備に関すること。 

・虐待の防止のための職員研修の内容に関すること。 

・虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること。 

・従業者が高齢者虐待を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行われるための方法に 

関すること。 

・虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防止策に関すること。 

・再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること。 

 

（３）虐待の防止のための指針の整備 

指針の内容（次のような項目を盛り込むこととされています。） 

① 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

② 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

③ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

④ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 

⑤ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する基本方針 

⑥ 成年後見制度の利用支援に関する事項 

⑦ 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

⑧ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

⑨ その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

 

（４）虐待の防止のための従業者に対する研修 

① 研修は年１回（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活 

介護、認知症対応型共同生活介護の場合は年２回）以上定期的に実施し、新規採用時にも実施する。 

② 研修の実施内容については記録する。 

③ 研修の実施は、事業所内での研修で差し支えない。 

 

（５）虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者の設置 

  委員会の開催・指針の整備・研修の実施を適切に実施するため、専任の担当者を置く。 

虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望ましい。 
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５．「書面掲示」規制の見直し 

 運営基準省令上、事業所の運営規程の概要等の重要事項等（※）について、「書面掲示」に加え、イン

ターネット上で情報の閲覧が完結するよう、介護サービス事業者は、原則として重要事項等の情報をウェ

ブサイトに掲載・公表することが義務づけられました。 

 ※事業所の運営規程の概要等の重要事項、居室及び食堂の広さ、届出事項、特別な食事の提供に係る情

報（内容及び料金等）、移動用リフト使用時の留意事項等 

 法人のホームページ等又は介護サービス情報公表システム上に掲載・公表をして下さい。 
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令和6年度事業所からの相談・質問事項について 

  令和6年度において、市内サービス事業所から様々な相談・質問を受けつけました。受付した内容と回

答を下記のとおりまとめましたので、今後の業務の参考にしていただければと思います。 

  今後も業務において不明な部分があればご連絡をお願いします。 

福祉用具

購入 

・福祉用具購入で同一品目の購入は可能か。 

→経年劣化、使用している福祉用具が現在の状態に合わない等の条件を満たしていれば可能。 

福祉用具

貸与 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（短期入所の長期利用） 

・ロングショート利用中にコロナ罹患し、施設の車椅子では座位保持が困難となったため、福祉

用具貸与での車椅子のレンタルは可能か。 

→ロングショートでの福祉用具貸与は基本的には不可だが、ショートステイ先の施設が準備でき

ない、状態に合う車椅子がないということであれば算定可能。状態改善し必要なくなれば貸与終

了してもらう。 

（例外給付） 

・例外給付の申請予定だった利用者が緊急入院となり、病院から区分変更申請をした方が良いと

言われ、区分変更申請したが月始めから入院までの例外給付は算定可能か。 

→下記の理由により算定はできない。 

 ①入院しているため、医師の医学的な所見を聴取することができない 

 ②退院後では、入院前と状態も変化している可能性が高い 

 ③直近の調査票は、区分変更申請時のものになるため、入院日以降の情報となる 

（同一品目の複数貸与） 

・自宅で利用する歩行器の同一品目の複数貸与について。台所が20㎝程低くなっており、本人の

昇降は可能だが、歩行器の昇降が困難なため。との理由だが、可能か。 

→一連のケアマネジメントの中で住宅改修等で解消ができないのかを検討し、記録に残したうえ

であれば貸与可能。 

（お泊りデイ） 

・お泊りデイ利用時のみセンサーマットをレンタルしたいが可能か。 

→レンタルはできない。原則、居宅で利用するものである。 

・施設退所し、そのままお泊りデイを連続で利用予定。独居であり在宅生活は困難。福祉用具貸

与は算定可能か。 

→下記の理由により算定することは可能と判断した。 

 ①施設退所後の独居生活が困難であること。 

 ②お泊りデイであるが連続で利用すること。 

 ③必要な福祉用具を施設では準備できないこと。 

 ※原則、お泊りデイを連続で利用することは想定されていないため、今回は例外的に認めるこ

とした。 
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住宅改修 

 

 

 

（住所地以外） 

・本人の住所地以外での住宅改修は認められるか。 

→住所地以外での住宅改修は認められない。 

（床のかさ上げ） 

・トイレの住宅改修にて床面のかさ上げを行うことで便器の高さが低くなるため、便器を床面と

同じ高さに上げる必要があるが、その際の配管延長工事に係る費用は住宅改修の対象となるか。 

→段差解消のために床面を上げることで便器の高さを調整することも必要になることは想定され

るので付帯工事の対象となる。しかし、便器の老朽化などで便器の交換についてはリフォームの

要素が大きく対象とならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（トイレ） 

・洋式便器の高さがあわず、高い便器への改修は対象となるか。また、汲み取り式から簡易水洗

へ変更する工事は対象になるか。 

→高さがあわない等の理由が一連のケアマネジメントにて評価されていれば対象。ただし、老朽

化などの理由では対象外。簡易水洗への改修も対象外。 

（屋外にあるトイレ） 

・①大便器と小便器があり、大便器を様式便座に変更したい。 

 ②居室窓からトイレまでの渡り廊下を作成し、その廊下に手すりを設置したい。 

 ③大便器に入る場所に段差があり、本人の身体状況を考えると玄関から外にでてトイレにいく

までが困難。 

→①住宅改修の対象。 

 ②渡り廊下については対象外、渡り廊下に設置する手すりは対象。 

 ③本人の心身の状況を考えると、かさ上げすることで日常生活上での支援ができると考えられ

るため、対象とする。 

基準等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自費利用） 

・区分変更申請中の要支援認定利用者が週2回以上のデイサービス利用を考えているが、利用は可

能か。全額自費負担については了承されている。 

→「介護保険の運営基準を遵守した上で、なお余力がある場合においては、指定居宅サービスの

提供に支障がない範囲で、要介護者等以外の者に対するサービス提供を行うことは可能である。」

と「平成12年1月21日通知 要介護者等以外の自費負担によるサービスの利用について」に記載

あり。事業所と協議のうえで、事業所が対応できるなら利用可能。 

（通所介護の利用） 

・医療機関の退院日に通所介護の利用は可能か。 

→同日での利用は可能。ただし、変更後の所要時間に応じた所定単位数を算定すること。 
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基準等 

 

 

 

（ケアプランの軽微な変更） 

・通所介護から地域密着型通所介護に変更予定であるが、「利用者以外の原因による事業所の 

変更」として取扱ってよいか。 

→下記の理由により、取扱いできないとした。 

①サービス種別が変わる 

②サービス内容がかわる 
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（配布用資料） 

就労体験事業について 

 

１.就労体験事業とは？ 

 様々な事情により社会（就労）から遠ざかっていることで、人と関わることに不安を抱いていたり、自

信を失ったと思われる方を対象としています。 

 対人関係に不安を抱えたまま、給料をもらいながら働くことはハードルが高く、せっかく就職が決まっ

ても早期離職の可能性が高くなることは否めません。そのため、まずは就労体験事業を活用し、対人関係

に対しての自信を習得（回復）した後に就職をすることを目的としています。 

 

２.就労体験の受入について 

〇『雇用ありきではありません』 

 「他者との関わりを増やすこと」「生活リズムを整えること」「課題を見つけること」を体験し、その後

の日常生活や就職活動に活かすための有期（最長５日間）の実習です。 

 

〇『自立支援相談窓口との連携』 

 アセスメント情報の提供（提供内容は本人と相談の上）、定期訪問及び助言等を行うことで、受入事業所

の負担を軽減します。 

 

〇『保険について』 

 市直営の事業のため、「全国市長会市民総合賠償補償保険」により可能な範囲で補償を行います。 

 

３.自立支援相談窓口 

名 称：西之表市くらしサポートセンター 

場 所：西之表市役所１階（市民総合相談係内） 

開所日：午前 9 時～午後５時（土日祝・年末年始除く） 

相談員：常勤１名、非常勤２名 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先 

西之表市役所 福祉事務所 

市民総合相談係 担当：福山 

住所：西之表市西之表 7612 番地 

電話：0997-22-1113（直通） 

- 42 -



 

にしのおもてし種子島丸っと移住相談会について 

西之表市地域支援課協働推進係 

 

１．開催目的 

移住を検討している方々を対象に種子島西之表市の生活環境や受入環境、仕事や住まいなど個別の相

談に対応する移住相談会を開催し、本市への移住定住の促進を図ることを目的とする。 

 

２．開催日時等 

① 開催日時 

  令和７年 10 月 18 日（土）11：00～17：00 

 

② 開催場所 

  移住・交流情報ガーデン 

  〒104－0031 

  東京都中央区京橋１丁目１－６ 越前屋ビル１Ｆ 

東京駅八重洲中央口から徒歩 4 分（詳細は別添資料のとおり） 

   

３．参加者 

島ぐらしに興味のある方、移住に興味のある方、移住のいろはを知りたい方、移住に向けて自分の考

えや優先順位を整理したい方、ＵＩターン者と直接話してみたい方等… 

 

４．参加料：無料 

 

５．プログラム内容（案） 

・ オープニングセッション（西之表市の紹介・移住支援制度説明） 

・ 個別相談ブース（くらし・しごと・子育て・教育・医療・特産品等） 

・ 交流会やセミナーの開催（先輩移住者の声など） 

・ 特産品等の試食・販売コーナー等 
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６．集客・広報 

・ 市ＨＰ掲載、ＳＮＳでの情報発信 

・ チラシ、ポスター掲載 

・ 関連団体、企業との連携 

・ フリーペーパー作成 

 

７．事務局 

  地域支援課協働推進係（内線：214）長田・荒河 

 

８．行程 

 10 月 17 日（金） 

  空路にて種子島空港～鹿児島空港～羽田空港（各自予約） 

  東京都泊（各自予約） 

 10 月 18 日（土） 

  ＡＭ９：45～ 移住・交流情報ガーデン集合・準備 

  ＡＭ10：00～ 開場 

  ＡＭ11：00～ 開会 

  ＰＭ５：00～ 閉会・後片付け・反省会 

  ＰＭ６：00  閉場 

  ＰＭ６：15  解散 

  10 月 19 日（日） 

  空路にて羽田空港～鹿児島空港～種子島空港（各自予約） 

 

９．その他 

 詳細については、今後開催する庁内職員で組織する「移住定住促進対策庁内連絡会」において協議して

決定する。 
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介護職員等処遇改善加算について 

１．令和 7 年度の取扱いについて 

   令和６年度介護報酬改定において、①事業者の賃金改善や申請に係る事務負担を軽減する観点、②

利用者にとって分かりやすい制度とし、利用者負担の理解を得やすくする観点、③事業所全体として、

柔軟な事業運営を可能とする観点から、処遇改善に係る加算の一本化を行いました。 

   また、処遇改善加算の更なる取得促進に向けて、事業者の事務負担等に配慮し、令和７年度中は経

過措置期間を設けることとなっています。具体的には、キャリアパス要件Ⅰからキャリアパス要件Ⅲ

までについて、令和７年度中に取得要件を整備することを誓約した場合は、令和７年度当初から要件

を満たしたものと取り扱うこととして差し支えないこととなっており、職場環境等要件については、

令和７年度中に要件を整備することを誓約した場合は、令和７年度当初から要件を満たしたものと取

り扱うこととして差し支えないこととなっています。また、介護人材確保・職場環境改善等事業の申

請を行った場合は、令和７年度における職場環境等要件に係る適用を猶予することとなっています。 

  

 参考 キャリアパス要件Ⅰ～Ⅲの概要 

 

 キャリアパス要件Ⅰ（任用要件・賃金体系の整備等） 

基準を満たしている又は遅くとも令和７年度中に（令和８年３月末まで）に次のイからハまでのすべて

の基準を満たす。 

イ 介護職員の任用における職位、職責又は職務内容等の要件を定めている。 

ロ イに掲げる職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系を定めている。 

ハ イ、ロについて、就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全ての介護職員に周知している。 

 

 

 キャリアパス要件Ⅱ（研修の実施等） 

基準を満たしている又は遅くとも令和７年度中に次のイとロの両方の基準を満たす。 

 

 

イ 

介護職員の職務内容等を踏まえ、介護職員と意見交換しながら、資質向上の目標及び①・②のう

ち少なくともいずれかに関する具体的な計画を策定し、研修の実施又は研修の機会を確保してい

る。 

イの実現の

為の具体的

な取組内容 

① 資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施

するとともに、介護職員の能力評価を行う。 

② 資格取得のための支援の実施 

ロ イについて、全ての介護職員に周知している。 
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 キャリアパス要件Ⅲ（昇給の仕組みの整備等） 

 

 

イ 

介護職員について、経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期的

に昇給を判定する仕組みを設けている。 

具体的な仕

組みの内容 

① 
経験に応じて昇給する仕組み 

※「勤続年数」や「経験年数」などに応じて昇給する仕組みを指す。 

② 

資格等に応じて昇給する仕組み 

※「介護福祉士」や「実務者研修修了者」などの取得に応じて昇給する

仕組みを指す。ただし、介護福祉士資格を有して就業する者についても

昇給が図られる仕組みであることを要する。 

③ 

一定の基準に基づき定期的に昇給を判定する仕組み 

※「実技試験」や「人事評価」などの結果に基づき昇給する仕組みを指

す。ただし、客観的な評価基準や昇給条件が明文化されていることを要

する。 

ロ イについて、全ての介護職員に周知している。 

 

 

 

・加算を継続して受けるための計画書は、毎年度届け出る必要があります。４月から加算を算定する

場合は、前年度の 2 月末日までに指定権者へ計画書を提出する必要があります。 

【例：令和８年度 計画書の提出期限は令和８年（2026 年）２月末日】 

 

・新規の加算取得の場合 

法人として新規に加算の算定を開始する場合は、加算を受けようとする月の前々月の末日までに

「介護職員等処遇改善計画書」の提出が必要となります。併せて、他加算同様「介護給付費算定に

係る体制等に関する届出書」の提出も必要です。提出期限が守られない場合、予定どおりの加算算

定はできませんのでご注意ください。 

 

２．介護職員処遇改善加算等の実績報告書について 

加算を算定した事業所は、7 月末日までに前年度の実績報告書を提出してください。事業を廃止、

休止した場合でも提出する必要があります。また、期日までに実績報告書の提出がない場合や、処遇

改善が適切に実施されていないと認められる場合は、処遇改善加算の全額返還を求める場合がありま

す。 
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３．提出書類 

市ホームページに掲載しています。 

西之表市サイト ＞ 各課のご案内 ＞ 高齢者支援課 ＞ 申請書一覧 ＞ 事業所の方へ ＞    

介護職員等処遇改善加算 

①介護職員等処遇改善加算計画書 

②実績報告書  

   別紙様式 3 実績報告書 

「介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」

（令和 7 年 2 月 7 日付け老発 0207 第 5 号）に、届出に関しての留意事項（加算を算定するにあたっ

ての基本的考え方、事務処理手順）が掲載されています。必ず参照した上で作成してください。 

 

４．提出先 

  市指定地域密着型サービス（総合事業を含む）の事業所・施設については、西之表市に提出してくだ

さい。（※県指定及び市町村指定の事業所・施設分を取りまとめて届出る場合は、県にも届出が必要です。） 

 

５．留意事項 

（１）加算の取得要件の周知と確認等について 

    処遇改善加算等の届出を行った事業所は、当該事業所における賃金改善や職場環境改善の内容等

について処遇改善計画書を用いて職員に周知するとともに、就業規則等の内容についても職員に周

知する必要があります。 

（２）根拠資料について 

給与明細や勤務記録等、実績報告の根拠となる資料は記載内容を証明する資料として適切に保管

し、求めに応じて速やかに提出できるようにしておいてください。 

（３）新加算等の停止について 

新加算等を取得する介護サービス事業所等に、虚偽や不正があった場合には、既に支給された新

加算等一部若しくは全部を不正受給として返還させること又は新加算等を取り消すことがあります

のでご注意下さい。 

 

ページ下部に厚生労働省の処遇改善専用ページの URL と QR コードを掲載しています。また、職

場環境要因の 28 項目も掲載しておきますので上位加算や新規取得時の参考にして下さい。 

 

厚生労働省 介護職員の処遇改善トップページ   

   https://www.mhlw.go.jp/shogu-kaien/index.html 
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Iタ
ー
ン
者
（
本
市
へ
転
入
後
６
カ
月
以
内
に
就
職
す
る
方
）

●
全
業
種
を
対
象
(常
勤
）
を
対
象

➣
U
Iタ
ー
ン
就
職
者
奨
励
金

2
0
万
円

➣
新
卒
等
就
職
者
奨
励
金

5
万
円

●
特
定
産
業
分
野
(常
勤
）
の
み
を
対
象

➣
家
族
加
算
（
1
人
5
万
円
※
4
名
ま
で
）

➣
家
賃
補
助
（
1
/
2
※
上
限
月
額
3
万
円
）
３
年
間

◇
対
象
者
の
必
須
条
件
：
西
之
表
市
に
住
所
登
録
が
あ
る
こ
と

◇
特
定
産
業
分
野
と
は
：
特
に
不
足
し
て
い
る
医
療
、
介
護
、
子
育
て
、
社
会
福
祉
、
交
通
（
R
7
年
度
新
規
）
、
農
林
水
産

・
特
定
産
業
分
野
の
U
Iタ
ー
ン
者
に
は
家
賃
補
助
と
家
族
加
算
、
市
内
在
住
者
に
は
就
職
奨
励
金
を
支
給

・
特
定
産
業
分
野
の
U
Iタ
ー
ン
者
、
市
内
在
住
者
を
対
象
に
、
勤
続
奨
励
金
を
３
年
目
ま
で
支
援

②
市
内
在
住
者
（
す
で
に
西
之
表
市
に
住
所
登
録
を
し
て
い
る
方
）

●
特
定
産
業
分
野
(常
勤
）
を
対
象

➣
就
職
者
奨
励
金
（
商
品
券
支
給
）
常
勤
5
万
円

非
常
勤
2
万
5
千
円

●
全
業
種
を
対
象
(常
勤
）
を
対
象

➣
新
卒
等
就
職
者
奨
励
金

5
万
円

★
特
定
産
業
分
野
に
お
い
て
資
格
保
有
者
等
と
し
て
就
職
し
た
方

勤
続
奨
励
金
(商
品
券
）

1
年
目
5
万
円
→

2
年
目
5
万
円
→

3
年
目
5
万
円

～
あ
な
た
の
資
格
と
働
く
意
欲
を
生
か
し
て
み
ま
せ
ん
か
～
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★
各
分
野
の
資
格
・
事
業
所
に
つ
い
て

資
格

等
事
業
所

担
当

医
療

助
産
師
・
保
健
師
・
看
護
師
・
准
看
護
師
・
理
学
療
法
士
・
作
業
療
法

士
・
言
語
聴
覚
士
・
放
射
線
技
師
・
臨
床
検
査
技
師
・
臨
床
工
学
技

士
・
薬
剤
師
・
社
会
福
祉
士
・
精
神
保
健
福
祉
士
・
管
理
栄
養
士
・
栄

養
士
・
保
育
士
・
歯
科
衛
生
士

市
内
に
所
在
す
る
医
療
法
第

1条
の
５
第

1項
に
規
定
す
る
病
院
又
は
同
条

第
2項
に
規
定
す
る
診
療
所

健
康
保
険
課
健
康
増
進
係

（
保
健
セ
ン
タ
ー
す
こ
や
か
）

電
話

09
97

-2
4-

32
33

09
97

-2
2-

11
11
（
内
線

32
7）

介
護

介
護
福
祉
士
、
社
会
福
祉
士
、
保
健
師
・
看
護
師
・
准
看
護
師
・
理
学

療
法
士
・
作
業
療
法
士
・
言
語
聴
覚
士
・
管
理
栄
養
士
・
栄
養
士
・
介

護
支
援
専
門
員
・
精
神
保
健
福
祉
士
・
柔
道
整
復
師
・
あ
ん
摩
マ
ッ

サ
ー
ジ
指
圧
師
・
社
会
福
祉
主
事
の
任
用
資
格
等
・
は
り
師
・
き
ゅ
う

師
・
そ
の
他

市
内
に
所
在
す
る
介
護
保
険
法
に
規
定
す
る
居
宅
介
護

(予
防
）
サ
ー
ビ
ス

事
業
所
・
地
域
密
着
型
介
護
（
予
防
）
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
・
居
宅
介
護

（
予
防
）
支
援
事
業
所
・
介
護
老
人
福
祉
施
設
及
び
介
護
老
人
保
健
施
設

高
齢
者
支
援
課
介
護
保
険
係

電
話

09
97

-2
2-

11
11
（
内
線

36
2）

子
育
て

保
育
士
・
幼
稚
園
教
諭

市
内
に
所
在
す
る
保
育
所
、
認
定
こ
ど
も
園
、
幼
稚
園

福
祉
事
務
所
子
育
て
支
援
係

電
話

09
97

-2
2-

11
11
（
内
線

32
8）

障
害

福
祉

支
援
員
・
世
話
人
・
指
導
員
・
生
活
支
援
員
・
相
談
支
援
専
門
員
・
就

労
支
援
員
・
職
業
指
導
員
・
作
業
指
導
員
・
保
育
士
・
児
童
指
導
員
・

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
・
児
童
発
達
管
理
責
任
者
・
看
護
師
・
准
看
護

師
・
社
会
福
祉
士
・
精
神
保
健
福
祉
士
・
介
護
福
祉
士
・
栄
養
士
・
管

理
栄
養
士
・
訪
問
介
護
員
・
そ
の
他

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律

第
5条
に
規
定
す
る
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
施
設
や
事
業
所
並
び
に
児
童

福
祉
法
第

6条
の
２
の
２
に
規
定
す
る
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
事
業
所
で
、

種
子
島
内
に
所
在
す
る
事
業
所

福
祉
事
務
所
社
会
福
祉
係

電
話

09
97

-2
2-

11
11
（
内
線

32
1）

農
業

右
記
事
業
所
に
、
期
間
の
定
め
の
な
い
雇
用
契
約
を
締
結
し
、
常
勤
で

あ
る
こ
と

等
農
業
法
人
・
農
業
者
（
青
色
申
告
者
に
限
る
）
・
種
子
屋
久
農
業
協
同
組

合
営
農
部
西
之
表
営
農
販
売
課
営
農
指
導
係
・
公
益
社
団
法
人
西
之
表
市

農
業
振
興
公
社

農
林
水
産
課
農
政
管
理
係

電
話

09
97

-2
2-

11
11
（
内
線

24
5）

林
業

右
記
事
業
所
に
、
期
間
の
定
め
の
な
い
雇
用
契
約
を
締
結
し
、
常
勤
で

あ
る
こ
と

等
市
内
に
所
在
す
る
林
業
に
関
す
る
事
業
を
運
営
す
る
事
業
所
等

農
林
水
産
課
林
務
係

電
話

09
97

-2
2-

11
11
（
内
線

24
4）

水
産

右
記
事
業
所
に
、
期
間
の
定
め
の
な
い
雇
用
契
約
を
締
結
し
、
常
勤
で

あ
る
こ
と

等
市
内
に
所
在
す
る
概
ね
年
間
を
通
じ
て
漁
業
を
営
む
漁
業
協
同
組
合
・
漁

業
法
人
・
水
産
業
事
業
体

農
林
水
産
課
水
産
係

電
話

09
97

-2
2-

11
11
（
内
線

24
3）

交
通

大
型
自
動
車
第
２
種
免
許
、
中
型
自
動
車
第
２
種
免
許
、
普
通
自
動
車

第
２
種
免
許
を
保
有
す
る
者

道
路
運
送
法
第
４
条
の
許
可
の
う
ち
、
同
法
第
３
条
第
１
号
の
種
別
を
有

す
る
西
之
表
市
内
を
営
業
区
域
と
し
て
現
に
運
行
し
て
い
る
交
通
事
業
所

企
画
課
政
策
推
進
係

電
話

09
97

-2
2-

11
11
（
内
線

21
1）

商
工

右
記
事
業
所
に
正
社
員
と
し
て
採
用
が
内
定
し
て
い
る
、
市
外
か
ら
の

転
入
者

①
中
小
企
業
法
第

2条
第

1項
に
規
定
す
る
中
小
企
業
者
・
②
①
に
該
当
し

な
い
法
人
で
あ
っ
て
、
資
本
金
等
の
額
が

3億
円
以
下
で
あ
る
も
の
等

経
済
観
光
課
商
工
政
策
係

電
話

09
97

-2
2-

11
11
（
内
線

27
1）

※
詳
細
に
つ
い
て
は
、
担
当
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
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令
和
６
年
度
人
材
確
保
対
策
事
業

実
績
（

3/
31
現
在
）

分
野
別

U
I タ
ー
ン
者

市
内
在
住
者

新
規
合
計

勤
続

奨
励
金

合
計

R
６
新
規
分
就
職
先

（
新
規
）

新
規

勤
続
奨
励
金

新
規

勤
続
奨
励
金

医
療

1
6

（
新
卒
4）

5
0

4
1
6

(新
卒
4）

9
種
子
島
医
療
セ
ン
タ
ー
・
せ
い
ざ
ん

病
院
・
産
婦
人
科
・
百
合
砂
診
療
所

介
護

9
（
新
卒
1）

5
1
2

5
2
1

(新
卒
1）

1
0

わ
か
さ
園
・
百
合
砂
苑
・
い
な
ほ
・

わ
ら
び
苑
・
こ
も
れ
び
・
グ
ル
ー
プ

ホ
ー
ム
百
合
砂
・
ポ
シ
ブ
ル
・
オ
ー

パ
ス
ワ
ン

子
育
て

1
1

0
1

1
2

め
い
ろ
う
こ
ど
も
園
・
現
和
み
ど
り

保
育
園

障
害
福
祉

0
0

3
0

3
0

ほ
の
ぼ
の
・
た
ち
ば
な
園
・
こ
す
も

農
・
林
・
水

1
（
農
）

1
（
林
）

1
1
1

（
水
）
(農
）
(
林
）

0
4

1
（
林
）

西
田
農
産
・
種
子
島
漁
協
・
中
園

フ
ァ
ー
ム
・
種
子
島
森
林
組
合

商
工

1
4

（
新
卒
２
）

ー
0

ー
1
4

(
新
卒
2
）

ー

川
畑
建
設
・
バ
リ
ュ
ー
ス
ト
リ
ー
ム
・

名
越
電
設
・
高
崎
酒
造
・
種
子
島
酒

造
・
義
福
・
熊
建
・
ヨ
シ
カ
ワ
オ
ー

ト
・
小
川
電
気
・
ナ
ガ
タ
サ
ー
ビ
ス
、

三
和
電
気
土
木
工
業
・
マ
リ
ン
ワ
ー
ク

ス

合
計

4
1

（
新
卒
7）

1
2

1
8

1
0

5
9

(
新
卒
7
）

2
2

（
R
5
特
定
産
業
分
野
2
7
名
）

（
R
6
特
定
産
業
分
野
4
5
名
）

単
位
：
人
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●
西

之
表

市
介

護
人

材
確

保
対

策
事

業
に

お
け

る
各

種
補

助
実

績
（

令
和

６
年

度
）

名
称

内
容

実
績

1
西

之
表

市
介

護
員

養
成

研
修

運
営

補
助

金

介
護

員
を

養
成

す
る

た
め

の
介

護
職

員
初

任
者

研
修

課
程

を
履

修
す

る
た

め
の

研
修

又
は

介
護

職
員

実
務

者
研

修
課

程
を

履
修

す
る

た
め

の
研

修
を

島
内

で
開

催
す

る
も

の
へ

受
講

料
を

補
助

す
る

こ
と

で
、

人
材

不
足

が
深

刻
で

あ
る

介
護

人
材

の
確

保
を

目
的

と
す

る
。

2法
人

(9
人

)

2
西

之
表

市
介

護
支

援
専

門
員

等
研

修
受

講
費

補
助

金

介
護

支
援

専
門

員
等

の
資

格
の

取
得

及
び

更
新

に
係

る
受

講
費

を
補

助
す

る
こ

と
で

介
護

支
援

専
門

員
及

び
主

任
介

護
支

援
専

門
員

の
確

保
及

び
維

持
を

図
る

。
3人

3
西

之
表

市
外

国
人

介
護

人
材

確
保

補
助

金
外

国
人

介
護

人
材

を
雇

用
す

る
に

あ
た

り
、

発
生

す
る

経
費

を
補

助
す

る
こ

と
で

、
人

材
不

足
が

深
刻

で
あ

る
介

護
人

材
の

確
保

を
目

的
と

す
る

。
1法

人
(4

人
)

●
 令

和
７

年
度

開
始

補
助

事
業 名

称
内

容
対

象
者

実
績

（
R7

.7
.4

）

1
西

之
表

市
シ

ニ
ア

カ
ー

購
入

費
補

助
金

高
齢

者
の

移
動

手
段

を
確

保
し

、
健

康
の

維
持

増
進

と
自

立
し

た
生

活
を

支
援

す
る

た
め

、
シ

ニ
ア

カ
ー

購
入

費
の

一
部

を
補

助
す

る
。

・
補

助
金

額
：

補
助

対
象

経
費

の
2分

の
１

以
内

と
し

、
15

万
円

／
台

を
上

限
と

す
る

。

・
市

内
に

住
所

を
有

す
る

在
宅

の
65

歳
以

上
の

者
で

、
①

シ
ニ

ア
カ

ー
を

購
入

し
、

自
ら

使
用

す
る

者
、

②
要

介
護

２
か

ら
要

介
護

５
ま

で
の

認
定

の
な

い
者

、
③

運
転

免
許

証
を

保
持

し
て

い
な

い
者

又
は

自
主

返
納

し
た

者
、

④
本

人
及

び
世

帯
人

が
市

税
等

を
滞

納
し

て
い

な
い

者
、

⑤
他

に
シ

ニ
ア

カ
ー

購
入

に
関

す
る

補
助

を
受

け
て

い
な

い
者

、
の

い
ず

れ
に

も
該

当
す

る
者

。

・
７

人
・

1,
02

5,
00

0円
（

15
万

円
×

６
人

、
12

.5
万

円
×

１
人

）

- 54 -



介
護
人
材
確
保
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
　
集
計
結
果

【
調
査
期
間
】
　
令
和
７
年
５
月
2
8
日
～
６
月
3
0
日

事
業
所
種
別

事
業
所
数

居
宅
介
護
支
援
・
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

6
訪
問
介
護

4
訪
問
看
護

3
訪
問
リ
ハ
ビ
リ

0
通
所
介
護

2
地
域
密
着
型
通
所
介
護

7
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

1
介
護
老
人
福
祉
施
設
（
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
）

2
地
域
密
着
型
介
護
老
人
福
祉
施
設
（
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
）

1
老
人
保
健
施
設

1
認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護
（
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
）

1
短
期
入
所
介
護
(単
独
型
の
み
)

1
計

2
9

Q
1

介
護
職
・
介
護
支
援
専
門
員
の
人
数
と
内
訳

区
分

人
数

男
性

女
性

常
勤

2
2
1

6
6

1
5
5

非
常
勤

1
1
8

1
2

1
0
6

計
3
3
9

7
8

2
6
1

Q
1
-
2
う
ち
島
外
か
ら
の
移
住
者

2
5
名

Q
2

Q
1
の
介
護
職
・
介
護
支
援
専
門
員
の
年
代
構
成

年
代

人
数

男
性

女
性

1
0
代

2
1

1
2
0
代

3
0

9
2
1

3
0
代

4
4

1
1

3
3

4
0
代

8
4

2
7

5
7

5
0
代

7
3

2
0

5
3

6
0
代

5
6

5
5
1

7
0
代

4
3

5
3
8

8
0
代
以
上

0
0

0
計

3
3
2

7
8

2
5
4

66

15
5

12

10
6

0
50

10
0

15
0

20
0

25
0

30
0

男
性

女
性

介
護
職
の
男
女
別
構
成

常
勤

非
常
勤

常
勤

65
%

非
常
勤

35
%

介
護
職
の
勤
務
形
態

1

9 11

27

20

5 5 01

21

33

57

53

51

38

00
20

40
60

80
10

0

10
代

20
代

30
代

40
代

50
代

60
代

70
代

80
代
以
上

介
護
職
の
年
代
構
成

男
性

女
性

10
代 1%

20
代 9%

30
代

13
% 40
代

25
%

50
代

22
%

60
代

17
%

70
代

13
%

80
代
以
上

0%
年
代
個
性
別
割
合

1

- 55 -



Q
3

離
職
者
と
新
規
採
用
に
つ
い
て

離
職
者

5
8
名

新
規
採
用
者

5
7
名

Q
4

事
業
所
に
お
け
る
介
護
職
の
過
不
足
の
状
況

大
い
に
不
足

8
不
足

4
や
や
不
足

9
充
足

8
無
回
答

0

Q
4
-
1

不
足
す
る
場
合
、
採
用
し
た
い
職
種
と
そ
の
職
種

介
護
職

1
8
名

介
護
福
祉
士

1
5
名

看
護
師

8
名

准
看
護
師

1
名

理
学
療
法
士

3
作
業
療
法
士

1
社
会
福
祉
士

0
管
理
栄
養
士

2
名

栄
養
士

0
歯
科
衛
生
士

0
名

介
護
支
援
専
門
員

1
2
名

そ
の
他

6
計

6
6
名

Q
5

介
護
人
材
不
足
の
打
開
策
と
し
て
有
望
と
思
わ
れ
る
取
り
組
み
（
複
数
回
答
）

区
分

件
数

ア
1
8

イ
9

ウ
1
5

エ
7

オ
1
4

カ
1
5

キ
1
7

ク
9

ケ
7

Q
6

外
国
人
労
働
者
を
活
用
す
る
予
定
が
あ
る
か
？

あ
る

2
な
い

2
4

既
に
雇
用
し
て
い
る

3

Q
7

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
等
を
活
用
し
た
生
産
性
向
上
の
取
組
を
行
う
予
定
が
あ
り
ま
す
か
。

あ
る

1
0

な
い

1
6

既
に
取
組
ん
で
い
る

3

Q
8

既
に
取
組
ん
で
い
る
と
回
答
し
た
方
に
お
伺
い
し
ま
す
。
具
体
的
に
は
ど
の
よ
う
な
も
の
で
す
か
。
(例
：
ケ
ア
プ
ラ
ン
デ
ー
タ
連
携
シ
ス
テ
ム
、
タ
ブ
レ
ッ
ト
等
に
よ
る
記
録
等
)

移
住
者
（
島
外
）
の
介
護
職
採
用

そ
の
他

生
成
Ａ
Ｉに
よ
る
プ
ラ
ン
や
評
価
の
作
成
参
考

タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
や
音
声
入
力
を
活
用
し
た
記
録
業
務
の
効
率
化
、
オ
ン
ラ
イ
ン
と
対
面
を
併
用
し
た
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
形
式
で
の

ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
開
催
、
A
Iを
活
用
し
た
ア
セ
ス
メ
ン
ト
（
課
題
分
析
）
に
よ
る
業
務
の
質
と
効
率
の
向
上

A
Iソ
フ
ト
に
よ
る
シ
フ
ト
作
成
。

イ
ン
カ
ム
の
使
用
。

タ
ブ
レ
ッ
ト
に
よ
る
記
録
。

IC
T
や
ハ
イ
テ
ク
ロ
ボ
ッ
ト
の
活
用

専
門
職
種
確
保
に
対
す
る
支
援

資
格
取
得
に
向
け
た
行
政
か
ら
の
補
助
等

勤
務
時
間
の
流
動
的
な
体
系
の
導
入
（
子
育
て
世
代
、
シ
ニ
ア
等
へ
の
融
通
）

中
学
生
、
高
校
生
の
職
場
体
験
学
習
の
受
入

内
容

介
護
労
働
環
境
の
改
善
、
業
務
量
の
軽
減
（
夜
勤
や
労
働
時
間
の
削
減
）

外
国
人
介
護
人
材
の
受
入
（
「
特
定
技
能
」
の
受
入
な
ど
）

大
い
に
不
足

 

2
7

%
 

不
足

 

1
4

%
 

や
や
不
足

 

3
1

%
 

充
足

 

2
8

%
 

無
回
答

 

0
%

 
介
護
職
の
過
不
足
の
状
況
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8

 

1
5

 

8
 

1
 

3
 

1
 

0
 

2
 

0
 

0
 

1
2

 

6
 

0
5

1
0

1
5

2
0

介
護
職

 

介
護
福
祉
士

 

看
護
師

 

准
看
護
師

 

理
学
療
法
士

 

作
業
療
法
士

 

社
会
福
祉
士

 

管
理
栄
養
士

 

栄
養
士

 

歯
科
衛
生
士

 

介
護
支
援
専
門
員

 

そ
の
他

 

採
用
し
た
い
職
種

 

1
8

 
9

 
1

5
 

7
 

1
4

 
1

5
 

1
7

 
9

 
7

 

0
2

4
6

8
1

0
1

2
1

4
1

6
1

8
2

0

ア
 

イ
 

ウ
 

エ
 

オ
 

カ
 

キ
 

ク
 

ケ
 

人
材
不
足
打
開
の
た
め
の
取
組

 

あ
る

 

7
%

 

な
い

 

8
3

%
 

既
に
雇
用

し
て
い
る

 
1

0
%

 

外
国
人
労
働
者
の
活
用
予
定

 

あ
る

 

3
5

%
 

な
い

 

5
5

%
 

既
に
取
組

ん
で
い
る

 

1
0

%
 

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
等
の
活
用
予
定
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Q
9

今
後
、
導
入
し
た
い
、
ま
た
は
興
味
が
あ
る
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
を
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

ア
タ
ブ
レ
ッ
ト
等
で
の
音
声
入
力
に
よ
る
記
録

1
6

イ
生
成
A
Iに
よ
る
担
会
録
作
成
や
プ
ラ
ン
作
成

1
3

ウ
ケ
ア
プ
ラ
ン
デ
ー
タ
連
携
シ
ス
テ
ム

1
0

エ
事
業
所
間
の
チ
ャ
ッ
ト
ツ
ー
ル

9
オ

利
用
者
へ
向
け
た
会
話
ロ
ボ
ッ
ト

0
カ

イ
ン
カ
ム

5
キ

見
守
り
セ
ン
サ
ー

7
ク

排
泄
予
測
機
器

4
ケ

入
浴
支
援
機
器

5
コ

移
乗
支
援
機
器

4
サ

そ
の
他

2

Q
1
0

行
政
へ
の
要
望
（
人
材
確
保
に
関
し
て
）

当
施
設
人
員
に
つ
い
て
は
、
介
護
職
員
１
名
特
に
男
性
希
望
で
１
年
前
か
ら
補
充
に
向
け
て
自
社
で
も
働
き
か
け
を
し
て

い
る
の
で
す
が
、
見
つ
か
ら
な
い
の
が
現
状
で
す
。

今
は
ま
だ
そ
れ
ぞ
れ
の
職
員
の
希
望
休
は
か
な
え
ら
れ
て
る
状
態
で
す
。

し
か
し
、
一
人
長
期
の
病
欠
に
な
る
と
、
す
べ
て
の
勤
務
を
交
換
し
な
い
と
い
け
な
い
の
が
現
状
で
す
。

以
前
は
離
職
し
て
も
誰
か
し
ら
面
接
問
合
せ
等
が
あ
っ
た
の
で
す
が
、
今
は
無
し
の
状
況
で
す
。

休
み
が
あ
る
程
度
自
由
に
取
れ
て
定
め
ら
れ
た
時
間
に
業
務
が
終
わ
れ
る
等
、
働
く
職
場
環
境
は
整
え
て
る
つ
も
り
で
す

が
..
.

や
は
り
待
遇
面
（
賃
金
）
な
の
か
な

当
事
業
所
で
は
人
員
は
充
足
し
て
い
ま
す
が
、
市
全
体
的
に
み
て
も
介
護
職
員
の
不
足
が
あ
り
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
閉
鎖

な
ど
も
見
受
け
ら
れ
ま
す
。
賃
金
は
も
ち
ろ
ん
で
し
ょ
う
が
、
職
場
環
境
の
改
善
・
処
遇
改
善
も
必
要
な
こ
と
だ
と
思
い
ま
す
。

若
い
人
が
働
き
や
す
く
仕
事
を
続
け
ら
れ
る
環
境
を
つ
く
っ
て
い
か
な
い
と
い
け
な
い
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

可
能
な
限
り
、
待
遇
（
給
与
）
を
民
間
企
業
並
み
に
上
げ
ら
れ
た
ら
、
働
く
人
も
そ
れ
な
り
の
意
欲
と
誇
り
に
つ
な
が
る
と
思
っ

て
い
る
。
メ
デ
ィ
ア
等
で
他
職
の
賃
金
が
公
表
さ
れ
る
た
び
に
、
も
ど
か
し
い
思
い
が
あ
る
。

ま
た
、
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
を
導
入
す
れ
ば
、
少
し
で
も
若
い
年
齢
層
に
好
評
か
と
思
っ
て
い
る
が
、
導
入
す
る
に
あ
た
っ
て
も
そ

れ
な
り
の
知
識
と
投
資
が
必
要
で
あ
り
、
も
ど
か
し
い
。

島
内
に
限
ら
ず
介
護
業
界
は
マ
ン
パ
ワ
ー
不
足
で
あ
る
。
外
国
人
介
護
人
材
の
受
け
入
れ
も
視
野
に
い
れ
て
い
か
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
は
考
え
る
が
、
島
内
で
家
賃
高
騰
な
ど
を
ふ
ま
え
る
と
小
規
模
事
業
所
で
は
仲
介
料
な
ど
資
金
的
に
も
受
け

入
れ
は
難
し
い
状
態
に
思
え
る
。

現
在
使
用
し
て
い
な
い
公
共
施
設
（
中
学
校
跡
地
）
を
利
用
し
外
国
人
と
高
齢
者
が
共
存
で
き
る
施
設
が
で
き
る

と
理
想
的
で
あ
る
。

そ
の
中
で
も
外
国
人
受
け
入
れ
に
あ
た
り
資
格
者
配
置
の
緩
和
・
外
国
人
受
け
入
れ
に
た
い
す
る
補
助
金
・
資
格
取
得
時

の
補
助
金
な
ど
が
あ
れ
ば
前
向
き
に
検
討
す
る
施
設
も
あ
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
る
。

何
を
し
て
い
け
ば
い
い
の
か
わ
か
ら
な
い
状
況
で
は
あ
り
ま
す
が
、
と
り
あ
え
ず
は
、
自
分
た
ち
が
で
き
る
業
務
改
善
、
業
務

軽
減
な
ど
徹
底
す
と
と
も
に
、
人
材
確
保
に
向
け
て
情
報
発
信
な
ど
様
々
な
取
り
組
み
を
し
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

他
市
町
で
は
、
専
門
学
校
と
連
携
し
、
行
政
は
学
校
の
募
集
案
内
の
支
援
と
奨
学
金
や
助
成
金
等
で
資
格
取
得
を
支
援

し
、
専
門
学
校
は
高
校
生
へ
の
福
祉
に
関
す
る
授
業
や
卒
業
生
の
就
職
に
つ
な
げ
る
仕
組
み
づ
く
り
を
し
て
る
と
こ
ろ
も
あ

る
よ
う
で
す
。
今
の
打
開
策
も
も
ち
ろ
ん
で
す
が
、
数
年
後
以
降
も
見
据
え
た
取
り
組
み
も
必
要
で
は
な
い
か
と
考
え
ま
す
。

・
現
状
民
間
で
の
取
り
組
み
は
小
規
模
事
業
所
で
は
今
以
上
は
リ
ソ
ー
ス
的
に
も
難
し
い
。

た
と
え
ば
、
地
域
お
こ
し
協
力
隊
の
制
度
を
活
用
す
る
と
か
、
市
独
自
の
処
遇
改
善
補
助
金
の
導
入
な
ど
、
行
政
と
民
間
が

一
体
で
取
り
組
む
こ
と
が
出
来
な
け
れ
ば
、
１
０
年
後
ぐ
ら
い
に
は
訪
問
事
業
所
は
特
に
生
き
残
れ
る
事
業
所
は
な
い
と
思

わ
れ
る
。

・
ま
た
行
政
主
体
で
の
小
規
模
多
機
能
型
施
設
を
各
校
区
に
配
置
し
、
校
区
で
運
営
で
き
る
よ
う
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
な

ど
、
多
少
突
飛
な
発
想
で
な
け
れ
ば
従
来
通
り
の
補
助
金
一
辺
倒
で
は
維
持
が
出
来
な
い
所
ま
で
来
て
い
る
と
思
う
。

入
職
へ
の
補
助
金
・
支
援
金
は
整
っ
て
き
て
い
る
と
感
じ
ま
す
。

現
在
勤
務
し
て
い
る
職
員
へ
の
慰
労
金
的
な
補
助
金
な
ど
が
あ
れ
ば
、
退
職
流
出
を
減
ら
せ
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
ま

す
。

待
遇
改
善
と
な
る
仕
事
内
容
に
つ
い
て
、
特
に
ケ
ア
マ
ネ
は
、
本
来
の
仕
事
以
外
の
業
務
も
多
く
な
っ
て
お
り
、
真
面
目
な

ケ
ア
マ
ネ
程
、
利
用
者
様
の
為
に
時
間
を
多
く
か
け
る
こ
と
が
あ
り
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
や
そ
の
他
の
隙
間
時
間
を
有
効
利
用
で

き
る
仕
組
み
づ
く
り
も
必
要
か
と
思
い
ま
す
、

特
に
な
し

16
13

10
9

0
5

7
4

5
4

2

0
2

4
6

8
10

12
14

16
18

ア イ ウ エ オ カ キ ク ケ コ サ

今
後
、
導
入
し
た
い
、
ま
た
は
興
味
が
あ
る
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

3
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ケアプランデータ連携システムについて 

ケアプランデータ連携システムについては、紙ベースでやり取りをしている情報が、システムを通じて

事業所間でデータとしてやり取りができるシステムになります。 

令和７年６月１日から令和８年５月３１日の１年間はフリーパスキャンペーンとして、年間ライセンス

料の 21,000 円が無料になっていますので、この期間内にぜひ活用してみて下さい。 

下記に、市内の導入事業所を掲載しておきます。 
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介護人材確保に係る主な事業について 

都市圏からの参入促進 

・離島・中山間地域等における介護人材確保支援事業 

新規雇用者の転居費用，事業所の採用活動に係る経費等を助成 

 

新規入職者の定着促進 

・介護職員人材確保対策事業 

新規雇用者の人件費，諸手当，研修受講費用を助成 

 

スキルアップ支援 

・介護職員キャリアアップ支援事業 

介護職員としてのキャリアアップやスキルアップのための受講に要する経費の助成 

・外国人介護人材受入支援事業 

外国人介護人材の介護技術向上等につながる研修の実施 

 

処遇・労働環境改善支援（職員の負担軽減・業務効率化支援） 

・介護職員処遇改善・労働環境改善支援事業 

介護職員等処遇改善加算の取得要件であるキャリアパス構築や職場環境改善を支援するため，研修会

や専門家派遣を実施 

・介護ロボット導入支援事業 

介護ロボット導入に係る経費を助成 

・介護サービス事業所ＩＣＴ導入支援事業 

ＩＣＴ（介護ソフト，タブレット等）導入に係る経費を助成 

・介護生産性向上推進総合事業 

介護現場の生産性向上に資するワンストップ型の支援窓口を設置し，労働環境の改善，介護人材の確

保などに取り組む介護事業所等に対する情報提供等の支援を実施 
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ケアマネジメントに関する留意事項 

１．介護保険を利用した住宅改修へのリハビリテーション専門職の関与について 

令和３年度から当課の理学療法士が住宅改修の事前立会に同行し、関与・助言を行っておりますが、

今後人事異動による配置転換で関与が難しくなることが予想されます。また、入院等で被保険者が不在

のため動作確認などが行えず、的確な助言等が行えないことがあります。そこで、専門職の関与を図る

ため次のような情報収集方法を提案いたします。 

 

（１）被保険者が入院中に住宅改修を行う場合 

 医療機関入院中に住宅改修を行い、環境整備を図ることがあると思います。その際にリハビリテー

ションを受けている被保険者であれば、医療保険の退院前訪問指導として専門職が自宅の環境調査を

行うことが多くあります。退院に向けたカンファレンス等で訪問日時を把握して立会を行ったり、都

合が合わない場合は情報提供を受けることで、被保険者の状態や予後予測に応じた改修が図れると思

います。 

 

（２）専門職が在籍している介護サービスを利用中の場合 

   通所リハビリテーション、訪問リハビリテーション、通所介護等の専門職が在籍している介護サー

ビスを利用している場合は、憎悪により住宅改修の必要性が生じ、何かしらのサービス内容が変更に

なり、担当者会議を開催することがあると思います。その際に、専門職から情報提供を受けることで

改修をより効果的に行えると思います。 

また、訪問前後や通所系サービスであれば送迎のタイミングで住宅改修の事前立会を設定していた

だければ日頃直接リハビリテーションを行っている専門職からの助言が受けられると思います。 

 

（３）住宅改修の着工キャンセルについて 

 介護保険の住宅改修については、事前立合後に、着工許可が出てから着工という流れになっています。

事前立ち合いなし・着工許可が出る前の住宅改修については、利用者の全額自己負担になることは御理

解頂いていることと思います。着工許可が下り、施工業者が材料等の発注をかけた後に利用者の状態が

変化し、住宅改修の必要性がなくなったため、着工をキャンセルする場合、材料費等は利用者の全額自

己負担となります。また、入院・入所中に住宅改修を行い、完成したが何らかの事情により退院・退所

できなかった場合も全額自己負担となりますので、本人、ご家族への説明をお願いします。 

 

（４）最後に 

   （1）、（2）については、義務や法的根拠はありませんが、日頃リハビリテーションを行っている

専門職の関与や助言を受けることで、費用対効果の高い住宅改修が行えると思います。また、リハビ

リテーションの目標や予後に応じた住宅改修が行われることで身体面と環境面の両面から被保険者の

ADL維持・向上へのアプローチが図れると思いますので、御協力をお願いします。 
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2．軽度者に係る福祉用具貸与（例外給付）の取扱いについて 

軽度者に係る福祉用具貸与の取扱いについては、様々な疾病、その他の原因等によって厚生労働省の示

した状態像に該当する方々の利用が想定されており、軽度者においてこれらの状態像に該当する方は、比

較的少数であると考えられています。 

したがって、軽度者に係る福祉用具貸与の取扱いについては、あくまで例外的措置であるという原則を

もとに、以下の手順により利用者の状態像及び当該福祉用具貸与の必要性を慎重に精査し、適切なマネジ

メントに基づき給付を行う必要があります。 

 

 （１）例外的に算定が可能な場合について 

（基本調査の結果でケアマネジャーが判断できる場合） 

上記の福祉用具においては、軽度者に係る福祉用具貸与費について原則算定できませんが、利用者等告示

第３１号のイ「別表１」で定める状態像に該当する者については、軽度者であっても例外的に算定が可能

であり、その判断については、次のとおりとされています。 

 

①原則として次の表（別表１）の定めるところにより、認定調査票のうち基本調査の直近の結果を用

い、その要否を判断します。 

②調査の直近の結果が、それぞれの福祉用具ごとに定められている結果に該当する場合 

福祉用具の貸与が可能となります。サービス担当者会議を通じた適切なケアマネジメントにより要

否を判断してください。（確認申請書の提出は不要です。）確認に用いた調査票は保存し、利用者の

同意を得て貸与事業者に、基本調査票の確認が必要な部分の写しを渡してください。 

 

別表１ 

対象外種目 
厚生労働大臣が定める者のイ 

（利用者等告示第 31 号のイ） 

厚生労働大臣が定める者のイに

該当する基本調査の結果 

ア）車いす及び車いす付属品 

次のいずれかに該当する者 

（１）日常的に歩行が困難な者 

基本調査１－7【歩行】 

「３．できない」 

（２）日常生活範囲における移動

の支援が特に必要と認められる

者 

―（※１） 

イ）特殊寝台及び特殊寝台付属品 

次のいずれかに該当する者 

（１）日常的に起き上がりが困難

な者 

基本調査１－４【起き上がり】 

「３．できない」 

（２）日常的に寝返りが困難な者 基本調査１－３ 【寝返り】 

「３．できない」 

ウ）床ずれ防止用具及び体位変換

器 

日常的に寝返りが困難な者 基本調査１－３ 【寝返り】 

「３．できない」 
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エ）認知症老人徘徊感知機器 

次のいずれにも該当する者 

（１）意思の伝達、介護者への反

応、記憶・理解のいずれかに支障

がある者 

基本調査３－１【意志の伝達】 

「２．ときどき伝達できる」・「３．

ほとんど伝達できない」・「４．で

きない」のいずれか等 

（２）移動において全介助を必要

としない者 

基本調査２－２「４．全介助」以

外 

オ）移動用リフト（つり具の部分

を除く） 

次のいずれかに該当する者 

（１）日常的に立ち上がりが困難

な者 

基本調査 1－８「３．できない」 

（２）移乗が一部介助又は全介助

を必要とする者 

基本調査 ２－１「３．一部介助」

又は「４．全介助」 

（３）生活環境において段差の解

消が必要と認められる者 

― （※２） 

カ）自動排泄処理装置 

次のいずれにも該当する者 

（１）排便が全介助を必要とする

者 

基本調査 ２－６「４．全介助」 

（２）移乗が全介助を必要とする

者 

基本調査 ２－１「４．全介助」 

※アの（２）「日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認められる者」（※１）及びオの（３）「生活

環境において段差の解消が必要と認められる者」（※２）については、該当する基本調査結果がないため、

主治医から得た情報及びサービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより、ケアマネジャー

が判断する。 

 

 （保険者の確認が必要な場合） 

 認定調査票の基本調査の結果にかかわらず、利用者の状態像が次の「別表２」「ⅰ」～「ⅲ」までのいず

れかに該当する旨が、医師の医学的な所見に基づき判断され、かつ、サービス担当者会議等を通じた適切

なケアマネジメントにより福祉用具貸与が特に必要である旨が判断された場合は、「申請書」ほか必要書類

を提出してください。 

 

別表２ 

ⅰ 

疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯によって、頻繁に（別表１）

「利用者告示第３１号のイ」の状態に該当する者 

（例）パーキンソン病の治療薬による ON・OFF 現象等 

ⅱ 

疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに（別表１）「利用者等告示第３１号

のイ」の状態に至ることが確実に見込まれる者 

（例）がん末期の急速な状態悪化等 
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ⅲ 

疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避等医学的な判断から（別

表１）「利用者等告示第３１号のイ」の状態に該当すると判断できる者 

（例）ぜんそく発作等による呼吸不全、心疾患による心不全、嚥下障害による誤嚥性肺炎の回避等 

 

【必要な提出書類】  

 ①軽度者に係る福祉用具貸与の例外給付確認申請書（別記様式 3） 

②福祉用具を必要とする理由が確認できる書類（写） 

 下記のいずれかを添付してください。 

ａ．主治医意見書 

 ｂ．医師の診断書またはサービス担当者に対する照会（依頼）（別記様式１） 

   ・診断書による場合、自己負担金が生じることについて説明が必要です。 

   ・単なる情報提供ではなく、担当ケアマネジャーが、自身のアセスメントに基づき必要と考えられ

る福祉用具の種目や必要性について検討した内容を医師に確認することが照会の目的です。 

 ｃ．医師の医学的所見の聴取（別記様式２） 

   ・上記ａ及びｂの方法によらず電話、面接及びその他の方法で医師の医学的な所見を求める場合は、

当該利用者の状態像がⅰ）～ⅲ）のいずれかに該当する状態であるか詳細に聴き取る必要があり

ます。 

 

※いずれの添付書類においても、福祉用具貸与が必要となる疾病名及び別表２のⅰ～ⅲのいずれかに該当

する旨が医師の医学的な所見として記載のあるものを対象とします。 

 

 ③居宅（介護予防）サービス計画書（写） 

 ④サービス担当者会議の記録等（写） 

  ※医学的な所見を確認した医療機関、医師名及び医学的な所見を記載するとともにサービス担当者会

議での検討内容、検討結果等を具体的に記録してください。 

 

【提出期限】 

原則として、貸与前までに提出してください。やむを得ず提出できない場合は、事前に介護保険係ま

で連絡してください。 

 

【確認通知】 

  提出された申請書類の確認を行い、利用者の状態像に照らし当該福祉用具の利用が適切であると判断

した場合、「軽度者に係る福祉用具貸与の例外給付確認書」を担当のケアマネジャー等に通知します。 

※西之表市では、確認の有効期間を認定の有効期間に合わせています。 
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【必要性の検証】 

福祉用具貸与の実施後、ケアマネジャーはモニタリング（月１回以上）、予防プランの目標達成状況の評

価又は必要に応じて随時サービス担当者会議を開催する等の手段によって、当該福祉用具の必要性を検証

し、その結果を記録しなければなりません。（これらの取扱いは、通常の福祉用具貸与の場合も同様です。） 

 

【再提出が必要な場合】 

なお、利用者の状態像の変化に応じたモニタリング等の結果、種目の追加や変更が必要な場合、あらた

めて確認依頼の申請の手続き等必要な対応をとる必要があります。また、下記の場合、サービス担当者会

議の開催等により専門的な見地からの意見を求め、居宅（介護予防）サービス計画の変更の必要性につい

て検討することとされていることから、少なくともこの時点であらためて一連の確認行為等を行い、確認

申請書の再提出を行ってください。 

   ① 要介護（要支援）更新認定時 

   ② 要介護（要支援）状態区分の変更申請時 

 

 上記内容については、令和４年度実施の集団指導で配布した「資料 7 軽度者に係る福祉用具貸与（例

外給付）の取り扱いについて」から抜粋した内容になります。申請書等の様式についても市ホームページ

に掲載しておりますので、判断に迷う場合はご確認をお願いします。 

 

 

３．福祉用具購入・貸与訪問調査について 

 福祉用具貸与訪問調査については、国保連合会の帳票を基に対象者を抽出し、利用者宅にて本人とケア

マネジャーから聞き取りを行っています。 

 令和６年度は１５件の訪問調査を実施し適切な利用を確認できましたが、利用者、ケアマネジャー、保

険者のスケジュール調整が難しく、件数は少なかったですがおよそ1ヶ月の時間を要しました。 

 そこで、令和７年度からは、従来の調査と合わせて住宅改修での施工前現地確認時に、福祉用具の購入・

貸与調査ができないかと考えています。 

 

（実施方法） 

 住宅改修の日程調整の際に、福祉用具購入・貸与がある利用者は訪問調査が合わせてできないか確認

させてもらいます。 

・訪問調査ができる → 現地立ち合い日の前日までに、直近のケアプラン及びアセスメント資料の

写しを提供ください。前日までの提供が難しい場合は、当日現地で提供く

ださい。 
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認定申請等の留意事項 

１．マイナ保険証への移行に伴う医療保険の加入関係の確認方法について 

  認定申請等の際、申請書に被保険者の医療保険情報の記載欄がありますが、マイナ保険証への移行に

伴い従来の健康保険証が発行されず、医療保険情報の確認が難しい事例が今後増えることが見込まれま

す。健康保険証にかわって「資格情報のお知らせ」や「資格確認書」の提示を求めて対応いただきたい

と思います。 

特に２号被保険者の場合は医療保険の加入関係の確認は重要です。これまで健康保険証の写しを添付

するようお願いしておりましたが、「資格情報のお知らせ」の写しや「資格各確認書」の写し、またはマ

イナポータルによる「医療保険の資格情報画面」をプリントアウトしたものなどの添付をお願いします。 
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高齢者等実態調査へのご協力について 

１．調査の目的 

令和７年度は第９期介護保険事業計画（令和６～８年度）の中間年度であり、介護保険事業計画は３

年ごとに見直しを行うため、次期計画（令和９～11 年度）の策定に向けて、高齢者等の実態や意識・意

向を分析し、計画策定の基礎資料とするためのアンケート調査を実施します。 

調査の対象となる方は、①要介護（要支援）認定を受けていない 40 歳以上 65 歳未満の方（若年者）、

②要介護（要支援）認定を受けていない 65 歳以上の方（一般高齢者）、③65 歳以上の要介護（要支援）

認定者で介護保険施設等に入所していない方（在宅要介護者等認定者）ですが、③の対象者については、

回収率の向上を図る目的で、ケアマネジャーの皆様にご協力をいただき、調査票の回答の支援と回収の

ご協力をお願いしたいと考えております。 

大変お忙しいところ恐れ入りますが、ご協力くださいますようお願いいたします。 

 

２．調査の種類 

調査名 対象 予定配布数 主な調査項目 

高齢者等実態調査（県

調査） 

①若年者（40～64 歳） 

②一般高齢者（65 歳以上） 

①1,200 

②1,200 

世帯類型、生きがい、社会参

加、ACP、健康づくり、認知

症 

介護予防・日常生活圏

域ニーズ調査 

（国調査） 

②一般高齢者（65 歳以上） 

③在宅要介護（要支援）者 

②1,200 

③500 

運動、食事、生活、地域活動、

健康、幸福感 

在宅介護（支援）者調

査（国+県調査） 
③在宅要介護（要支援）者 ③500 

施設等の検討状況、介護者が

不安を感じる介護、保険外の

支援・サービス、介護者の離

職防止 

 

３．調査要領 

（１）.調査期間 令和７年 11 月～12 月（予定） 

（２）.対象者  65 歳以上の要介護（要支援）認定者で介護保険施設等に入所していない方（在宅要介

護者等認定者） 

（３）.調査方法 調査票または WEB 回答 

（４）.依頼内容 

 ①配布 

事業所ごとに調査対象者を振り分けて個別の封筒に入れた調査票をお渡ししますので、ご自宅を訪

問する際にお渡しください。 

②回答 
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調査票は、ご家族がご本人に代わり回答されたり、ご一緒に回答されることを想定していますが、

独居の方などご本人による回答が難しい場合が予想されます。そこで、担当ケアマネジャーがモニタ

リング等で自宅を訪問する際に、聞き取りを交えて回答についてご支援くださるようお願いいたしま

す。また、WEB 回答フォームを準備いたしますので、聞き取った内容を回答いただく方法でも結構

です。 

③回収・提出 

 ア.調査票による回答 

調査票の回答（記入）が完了しましたら、調査票をお預かりください。お預かりした調査票を取

りまとめて、市役所高齢者支援課へ提出してください。 

  イ.WEB アンケートによる回答 

    QR コードから専用の回答フォームにログインして回答してください。 

 

４.期 限 

令和７年 12 月末（予定） 

５.その他 

  居宅介護支援事業者に対して、取りまとめて頂いた件数に応じて謝金をお支払いいたします。 

請求者はケアマネジャー個人または法人、いずれによる請求でも構いません。また、回答支援の有無

にかかわらず回収した件数に応じて謝金をお支払いいたします。 
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